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本計画書をお読みになる前に 
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第１章 総 論 

第 1節   策定の趣旨

 

➤ 公共施設の多くは高度経済成長期に整備されており、その老朽化対策が全国的な

課題となっています。また、人口減少と少子高齢化が同時進行しており、公共施設

の利用需要にも大きな影響を与えることが予測されています。 

➤ このような状況の中、国においては、平成２５年１１月に「インフラ長寿命化基

本計画」を策定し、また、平成２６年４月に総務省からすべての地方公共団体に対

して、公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するための計画（公共施設等総

合管理計画）の策定に取り組むように要請がありました。 

➤ 本市においては、“施設の保有量と老朽化対策”が今後の財政運営に大きな影響

を及ぼす懸念があることから、公共建築物を対象とした「公共施設のマネジメント

に関する基本方針」を平成２４年に策定し、総ストック量や管理運営の最適化など

に取り組んできました。 

➤ この度、国の要請を踏まえ「公共施設のマネジメントに関する基本方針」を改定

し、新たに道路・橋りょうや上下水道などの社会基盤施設も対象に加え、本市が保

有する全ての公共施設を対象とした「姫路市公共施設等総合管理計画」を策定しま

す。 

➤ 本計画は、公共施設等の実情を正確に把握するとともに、今後生じる改修・更新

費用や施設の維持管理経費を見込み、次世代に負担を先送りすることなく、将来に

わたって公共サービスが提供できるように、公共施設等の総合的かつ計画的な管理

の推進と保有量の最適化、財政負担の軽減・平準化に取り組むこととしています。 

 

 

 
 
 
 
 
 
  

【対象】 

公共建築物 

 

【目的】 
公共施設の最適なストック量と最適な管

理運営 

【対象】 

公共建築物＋社会基盤施設 

 

【目的】 
公共施設等の総合的かつ計画的な管理

の推進と保有量の最適化、財政負担の軽
減・平準化 

姫路市公共施設等総合管理計画 
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姫路市公共施設等総合管理計画 

第 2節  本市の現状と課題 
 

2-01 人口 
 

⑴ 現状 

➤ 本市の人口は、市町合併直後の平成１８年３月末には５３２，５８４人でした。

その後、総人口は微増を続けてきましたが、平成２４年をピークに減少局面に転

換しています。 

➤ 人口構成は、０～１４歳の年少人口と１５～６４歳の生産年齢人口が一貫して

減少を続けており、逆に、６５歳以上の老年人口が増え続けています。 

 

■本市の人口及び人口構成の変化（過去 10 年間） 

 

 

出典：姫路市統計情報〔各年 3月 31 日現在〕 

  

15.7% 15.6% 15.5% 15.4% 15.2% 15.0% 14.9% 14.7% 14.5% 14.3%

65.6% 65.0% 64.4% 63.9% 63.6% 63.5% 63.1% 62.4% 61.6% 61.0%

18.7% 19.5% 20.1% 20.8% 21.3% 21.5% 22.0% 23.0% 23.9% 24.7%

460,000

480,000

500,000

520,000

540,000

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%
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0～14歳 15～64歳 65歳以上 人口

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

0～14 歳 83,415 82,965  82,372 81,888 80,945 80,247 79,436  78,356  77,192 76,018 

15～64 歳 349,556 346,096  343,341 340,864 339,085 338,879 336,850  332,867  327,966 323,939 

65 歳以上 99,613 103,792  107,313 110,691 113,517 114,675 117,546  122,525  127,367 131,305 

計 532,584 532,853  533,026 533,443 533,547 533,801 533,832  533,748  532,525 531,262 

(年)
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第１章 総 論 

⑵ 将来推計 
 

 

 

 

➤ 国立社会保障・人口問題研究所が公表している本市の将来推計人口は、平成５２

年には約４５.１万人です。同様の手法で推計すると、平成６７年には約３８.８万

人に減少する見込みです。 

➤ 一方、本市においては、人口減少と地域経済の縮小を克服し、活力ある“ふるさ

と ひめじ”を維持することを目的とした『ひめじ創生戦略［人口ビジョン］・［総

合戦略］』を策定することとしています。 

➤ 「ひめじ創生戦略」では、平成７２年(2060 年)で約４６.９万人を将来目標人口に

定めており、本計画もこの推計に従い、平成６７年の人口を約４７.８万人として

策定することとします。 

 

■本市の人口及び人口構成の変化（将来推計） 

 

出典：ひめじ創生戦略［人口ビジョン］・［総合戦略］ 

  

14.3% 13.9% 13.8% 13.5% 13.8% 14.4% 14.9% 15.2% 15.4% 15.6%

61.0% 59.6% 59.3% 58.9% 57.7% 55.0%

53.9%

53.8% 54.5% 55.1%

24.7% 26.5% 26.9% 27.6% 28.6% 30.6% 31.1% 30.9% 30.2% 29.3%
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0～14歳 15～64歳 65歳以上 人口

H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 H62 H67 H72 

0～14 歳 76,018  73,786 72,260  70,020 70,133 72,123 73,947 74,286  73,455  73,067

15～64 歳 323,939  315,769 311,290  304,678 293,846 276,245 266,683 262,252  260,761  258,923

65 歳以上 131,305  140,471 141,244  142,818 145,612 153,547 154,041 150,647  144,290  137,541

計 531,262  530,026 524,794  517,516 509,591 501,915 494,671 487,185  478,506  469,531

 今後、本市においても、人口減少と少子高齢化が同時進行する見込みである。

 人口規模や人口構成に適した、施設のあり方の検討が必要となる。 

(年) 
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姫路市公共施設等総合管理計画 

2-02 財政状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 歳入状況 

➤ 歳入に占める自主財源の割合が比較的高く、歳入総額は２，０００億円前後で

推移してきました。 

➤ しかし今後は、生産年齢人口の減少による影響が見込まれるなど、自主財源の

大幅な伸びを見込むことは難しい状況にあります。 

 
■普通会計歳入の推移（決算） 

 
 

 
※1

社会保障制度の一環として、児童・高齢者・障害者・生活困窮者などに対して国や地方公共団体が行う支援に要する
経費  

902 910 958 959 905 906 942 932 932 959

381 342 
381 348 401 392 407 349 316 273

146 134 
102 124 149 191 

189 
180 171 162

202 
190 

214 
260 

322 340 308 
305 336 332
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80 77 
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91 98 97154 
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180138 
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市税 その他自主財源 地方交付税 国庫支出金

県支出金 市債 その他依存財源 自主財源比率

(億円) 

(年度)

(％)

 近年、歳入では、市税収入等の自主財源が減少傾向にある。一方、歳出では、

社会保障関係経費をはじめとする扶助費※1の増加による、財政の硬直化が進みつ

つあり、この傾向は今後も続く見込みである。 

 今後は、現状を上回る水準で投資的経費を確保することが極めて困難となるこ

とが予想されるため、公共施設等の老朽化対策に当たっては、施設の必要性や配

置状況、規模等を精査し、計画的かつ効率的に実施していく必要がある。 

※平成 17 年度は合併前(１市４町)の決算額の合計
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⑵ 歳出状況 

➤ 公共施設等の整備や改修に要する経費である投資的経費は、年度間による増減

はあるものの、近年は概ね３７０億円程度で推移してきました。 

➤ 投資的経費以外の経費では、高齢化の進行や厳しい社会経済状況を背景に扶助

費が増加してきており、今後もこの傾向は続いていくことが見込まれます。 

➤ また、公共施設等の整備時に活用する地方債の償還経費である公債費も、今後

の施設の老朽化対策の本格化に伴い、増加することが見込まれます。 

➤ 以上のことから、現状を上回る水準で投資的経費を確保することが極めて困難

になると予想される状況の中、公共施設等の老朽化対策に当たっては、「今ある

施設を最大限活用すること」を基本に、施設の必要性や配置状況、規模等を精査

し、計画的かつ効率的に実施していく必要があります。 

■普通会計歳出の推移（決算） 

 

■扶助費と投資的経費の推移 

337 336 341 331 325 326 325 315 304 320

259 268 288 302 321 421 447 449 455 482
197 199 200 209 205 

211 215 211 219 211372 363 363 401 

414 
397 

363 312 368 345

753 691 730 713 
833 

813 747 743 729 671
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人件費 扶助費 公債費 投資的経費 その他 義務的経費の比率

259
268 288 302

321

421
447 449 455

482

372
363 363

401 414 397

363
312

368 345

0

100

200

300

400
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H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

扶助費 投資的経費

(％)(億円) 

(年度)

(年度)

(億円) 

※平成 17 年度は合併前(１市４町)の決算額の合計

※平成 17 年度は合併前(１市４町)の決算額の合計
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姫路市公共施設等総合管理計画 

2-03 公共施設等の整備状況 

 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
⑴ 公共建築物 

➤ 平成２７年９月末現在の本市の公共建築物は、小中学校や図書館などの教育施

設、市営住宅やコミュニティ施設など市民の利用に供している施設をはじめ、庁

舎、消防・防災施設など８２８施設、延床面積は約１８６万㎡となっています。 

➤ 全体での割合は、施設数では児童関連施設が１９.１％で最も多く、以下、消

防施設(15.1%)、コミュニティ施設(15.0%)と続いています。施設面積では教育系

施設が４８.１％で最も多く、市営住宅(22.2%)とあわせ全体の７０.３％を占め

ています。 

➤ 全国的な傾向と同様に、本市においても昭和４０年代から５０年代にかけての

経済成長期に多くの施設が整備されており、その結果、整備後３０年を経過した

施設は４３３施設(52.3%)で、総床面積の７２．５％を占めています。 

※ 施設類型ごとの施設数等については、次頁を参照してください。 

■公共建築物の施設種別延床面積 

 
  

 公共建築物のうち整備後３０年を経過した施設の床面積は、全体の７２．５％

を占める。 

 公共建築物の多くは同時期に集中的に整備されたため、今後、ほぼ同時期に改

築・更新時期を迎えることになる。 

 社会基盤施設のうち、法定耐用年数を経過した上水道の管路の老朽度は、１６.

６％、下水道の管渠の老朽度は、３．８％となっている。 

 社会基盤施設は市民生活に直結する施設であるため、必要な整備水準の確保や

老朽化が進んでいる箇所の更新等、計画的かつ継続的な取組みが必要となる。 

教育系施設 48.1％

市営住宅等 22.2％ 

ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽﾎﾟｰﾂ･ 
ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設
10.4％ 

斎場・霊苑施設 0.3％

医療・福祉系施設 6.3％ 

庁舎系施設 5.6％ 環境系施設 2.4％

産業振興施設 4.7％ 

教育系施設 895,332 ㎡

市営住宅等 411,308 ㎡

ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽﾎﾟｰﾂ･ 
ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設 190,902 ㎡

医療・福祉系施設 118,111 ㎡

庁舎系施設 103,177 ㎡

産業振興施設 88,407 ㎡

環境系施設 44,024 ㎡

斎場・霊苑施設 5,224 ㎡
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■公共建築物の施設類型ごとの施設数及び延床面積 

施設種別 施設数 延床面積 延床面積割合

ｺﾐｭﾆﾃｨ・ 
ｽﾎﾟｰﾂ・ 
ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系
施設 

ｺﾐｭﾆﾃｨ施設 

公民館 65 28,135 ㎡ 

6.3％ 

市民会館、市民ｾﾝﾀｰ 19 41,176 ㎡ 

総合ｾﾝﾀｰ、集会所 26 9,374 ㎡ 

ホール 3 17,077 ㎡ 

その他 11 20,346 ㎡ 

ｽﾎﾟｰﾂ施設 
体育施設 26 55,114 ㎡ 

3.2％ 
その他 3 3,410 ㎡ 

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設 

地域資源活用施設 6 2,923 ㎡ 

0.9％ 宿泊施設 2 3,573 ㎡ 

その他 6 9,774 ㎡ 

医療・福祉系
施設 

医療施設 4 1,934 ㎡ 0.1％ 

保健衛生施設 24 21,093 ㎡ 1.1％ 

児童関連施設 

就学前教育・保育施設 67 52,784 ㎡ 

3.7％ 放課後児童ｸﾗﾌﾞ 79 8,932 ㎡ 

児童ｾﾝﾀｰ 12 7,003 ㎡ 

高齢者福祉施設 21 18,898 ㎡ 1.0％ 

障害者福祉施設 14 7,467 ㎡ 0.4％ 

産業振興施設 28 88,407 ㎡ 4.7％ 

市営住宅等 75 411,308 ㎡ 22.2％ 

教育系施設 

学校施設 

小学校 69 475,327 ㎡ 

43.5％ 

中学校 35 275,112 ㎡ 

高等学校 3 43,299 ㎡ 

特別支援学校 1 6,717 ㎡ 

その他 3 6,672 ㎡ 

博物館系施設 9 36,214 ㎡ 1.9％ 

図書館 15 22,144 ㎡ 1.2％ 

野外活動施設 8 10,385 ㎡ 0.5％ 

教育等施設 8 19,462 ㎡ 1.0％ 

庁舎系施設 

庁舎系施設 

本庁舎 2 60,727 ㎡ 

4.4％ 
地域事務所、支所、 
駅前市役所、出張所、 
ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 

27 13,027 ㎡ 

その他 15 7,082 ㎡ 

消防・防災施設 
防災ｾﾝﾀｰ、消防署 20 15,788 ㎡ 

1.2％ 
消防団車庫、防災倉庫 105 6,553 ㎡ 

斎場・霊苑施設 7 5,224 ㎡ 0.3％ 

環境系施設 
ごみ処理施設 8 38,936 ㎡ 

2.4％ 
し尿処理施設 2 5,088 ㎡ 

計 828 1,856,485 ㎡ 100.0％ 

（平成 27 年 9 月末現在）
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姫路市公共施設等総合管理計画 

■公共建築物の築年別整備状況 

 

  

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000 140,000

S34以前

S39

S44

S49

S54

S59

H1

H6

H11

H16

H21

H26

ｺﾐｭﾆﾃｨ・ｽﾎﾟｰﾂ・

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設
医療・福祉系施設

産業振興施設

市営住宅等

教育系施設

庁舎系施設

斎場・霊苑施設

環境系施設

～S34

ｺﾐｭﾆﾃｨ・ｽﾎﾟｰﾂ・ 
ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 

(㎡)

昭和５６年 １３８，１５６㎡

昭和４７年 １３１，９８７㎡

昭和５５年 １０１，９７６㎡

昭和５８年 ８５，１９２㎡

昭和５０年 ７１，４１７㎡

【整備した面積が多い年次トップ５】
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第１章 総 論 

⑵ 社会基盤施設 

➤ 都市のさまざまな活動に欠かせない道路や橋りょう、上下水道施設などの社会

基盤施設については、整備水準の確保や老朽化対策として、各施設種別において

個別に整備計画や長寿命化計画等を策定し、取組みを進めてきました。 

➤ 今後においても、浸水対策等の追加整備が必要な事業もあり、市民生活の安全

性の確保を図るため、継続的な取組みが必要です。 

 
■社会基盤施設の施設類型ごとの施設数等 

道路・橋りょう 

一般道路延長 2,455kｍ 

1 級(幹線)市道    182kｍ 

2 級(幹線)市道    201kｍ 

その他市道     2,072kｍ 

自転車歩行者道路延長 43kｍ 

橋りょう数 2,653 橋 橋長 15ｍ未満    2,342 橋 
橋長 15ｍ以上     311 橋 橋りょう延長 21kｍ 

林道延長 96kｍ 94 路線 

河川 

準用河川 24 本 34kｍ 

普通河川 572 本 513kｍ 

施設数 45 施設 
ポンプ場、雨水貯留施設 

 ポンプ 82 基 

工作物数 16 箇所 樋門 

漁港 

外郭施設 33 施設 3,368ｍ 

係留施設 54 施設 3,690ｍ 

輸送施設 16 施設 1,643ｍ 

公園 
箇所数 925 箇所 

都市公園等 
 面積 572.8ha 

駐車場・駐輪場 
施設数 36 施設 キャスパ地下駐車場、 

大手前公園地下駐車場等  延床面積 59,621 ㎡ 

水道施設 

施設数 94 施設 

浄水場、配水池  浄水能力 164,154 ㎥/日 

管路延長 2,920 kｍ 

下水道施設 

施設数 75 施設 

ポンプ場、処理場  処理能力 363,237 ㎥/日 

管渠延長 3,089 kｍ 

（平成 27年 3 月末現在）
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姫路市公共施設等総合管理計画 

■橋りょうの年度別整備面積 
 

 
 

■水道（管路）の年度別整備延長 
 

 
 

■下水道（管渠）の年度別整備延長 
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11 

第１章 総 論 

2-04 公共建築物の配置状況 

➤ 本市では、市町合併以前から総合計画において位置付けられている地域ブロック

や小学校区の単位で公共建築物を整備し、その充実に努めてきました。 

➤ 市町合併により公共建築物は大幅に増加し、その結果、機能が重複している施設

もあります。 

➤ 施設配置については、施設の特性や役割、県及び近隣市町の公共施設や民間施設

等の状況を踏まえ、これまでのように地域ブロックや小学校区単位で配置が必要な

ものとそれにとらわれない施設との区分を見直し、将来にわたって持続可能なサー

ビスが提供できるよう、公共施設の配置を検討します。 

■地域ブロック図 

 

 
 

 

 

※2
地域面積や人口比、土地利用などを勘案し構成された、複数の小学校区のまとまりのこと。（北部、中部第一、中部第
二、東部、灘、飾磨、広畑、網干、西部、家島、夢前、香寺、安富の１３ブロック）  

※2
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姫路市公共施設等総合管理計画 

2-05 公共施設等の更新費用の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

➤ 本市が保有するすべての公共施設について、現状の規模で改修・更新等を実施し

た場合、今後４０年間で約１兆６，３２２億円の費用が必要となります。これを１

年当たりで計算すると、毎年約４０９億円が必要となります。 

  

■今後 40 年間の将来更新費用（推計） 

区  分 40 年間の費用 1 年当たり 会 計 

公共建築物 8,111 億円 203 億円 一般会計等 

269 億円/年 
 

道路、橋りょう、駐車場、河川 2,639 億円 66 億円 

水道 2,630 億円 66 億円 公営企業会計 

140 億円/年 下水道 2,942 億円 74 億円 

社会基盤施設 8,211 億円 206 億円 

合  計 16,322 億円 409 億円 

※投資的経費の現状（過去５年間予算平均） 

◆一 般会計等：３８３億円/年 

◆公営企業会計： ８５億円/年(水道会計 33 億円、下水道会計 52 億円) 

 
※3 

教育や福祉、公共施設の整備、市役所の運営などに使われる会計のこと
 

※4
一般会計から独立し、民間企業と同じ会計処理で事業ごとに収益を上げて運営する会計で、本市では、水道、都市開
発整備、下水道の３事業  

0

100

200

300

400

500

600

700

H28 H33 H38 H43 H48 H53 H58 H63

公共建築物 社会基盤施設

 一般会計※3 等が所管する施設の更新費用は、１年当たり約２６９億円の見込

みで、新規投資を加えると、現状の投資水準からさらに約２０億円が必要とな

る。 

 公営企業会計※4 のうち上下水道施設の更新費用は、１年当たり約１４０億円

の見込みで、現状の投資水準と比べるとさらに約５５億円が必要となる。 

 今後、将来への負担を軽減するためにも、施設の集約化や複合化、転用など

施設のあり方の見直しが必要となる。 

(億円) 

H67
(年度)

新規投資見込額：１３４億円/年 

(新規＋更新＝403 億円/年) 
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第１章 総 論 

➤ 一般会計等で所管している公共施設については、現在の投資額水準（過去５年予

算平均：約３８３億円）の維持が可能であっても、更新と新規整備に約４０３億円

を要することが見込まれるため、さらに約２０億円が必要となります。 

➤ 一方、公営企業会計で所管している社会基盤施設については、現在の投資額水準

（過去５年予算平均：約８５億円）では、投資額の全額を現在保有している施設の

更新・新設に充当しても、さらに約５５億円が必要となります。 

➤ また、施設の運営には、維持管理にかかる費用、人件費などのランニングコスト

が発生します。本市では、公共建築物の維持管理経費として、年間約２９７億円（平

成２６年度決算）を支出しており、今後、財政状況が厳しくなっていくことが見込

まれる中で、民間活力の導入による人件費の削減や予防保全※5、省エネ対策等によ

る維持管理経費の縮減に取り組む必要があります。 

➤ 今後、必要な整備及び管理運営を行うための財源を確保するためにも、現在、保

有している施設については、施設の集約化や複合化、時代のニーズにあった施設へ

の転用など、施設のあり方を根本的に見直し、過大な施設や不用な施設を整理する

ことが必要です。 

 

■公共建築物の維持管理経費の内訳（平成 26 年度決算） 

 

 

 

 

※5
各種機器等の保守を計画的に検査・試験・再調整をすることによって、使用中での故障を防止し、機器の劣化を抑え、
更に故障率を下げるための方法  

人件費 62.7％ 
保守等委託料 

18.5％ 

光熱水費 
11.3％ 

人件費 18,618,552 千円

保守等委託料 5,488,072 千円

光熱水費 3,370,727 千円

維持補修経費等 2,224,033 千円

 

維持補修経費等 7.5％ 
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姫路市公共施設等総合管理計画 

第 3 節   本計画の基本方針
 

3-01 長期的な方針 
 

➤ 前節までは、公共施設の初期投資から廃止までの施設寿命が数十年の長期に及ぶ

ため、現在、推計が可能な４０年先（H67）までを見据えた改築・更新経費の将来推

計と人口推計を検証してきました。 

➤ 本市では、これまでも施設の新設や改修・更新に当たり、施設の設置目的、 

性質、特性を勘案し、複合化や多機能化に取り組み、市民の利便性の向上と維持管

理経費の低減を図ってきました。 

➤ 今後は、これらの取組みを継続しつつ、推計結果も踏まえ、長期的な視点で公共

施設等の最適な管理を行っていくために、過大な施設や機能・用途が重複している

施設について整理することを前提に、次のとおり４０年後までの長期的な方針を設

定します。 

 

 

 

 

 

 

 

3-02 推進について 
 

➤ 今後、長期的な方針を具現化するための取組みを進めますが、計画期間について

は、一般に、長期になるほど実態と推計値との乖離が大きくなることや実効性が懸

念されることから、より短期の計画とし、その中で実施方針と方策を設定し、取組

みを進めることとします。 
 

3-03 計画期間 
 

平成２８年度 ～ 平成３７年度 〔10 年間〕

➤ この計画期間中には、次期「姫路市総合計画」の策定をはじめ「姫路市立地適正

化計画※6」の策定や新地方公会計制度※7の運用開始が予定されているため、中間年

である平成３２年度を目途に本計画の改定を行う予定です。 

 
※6

都市全体の観点から作成する、居住機能や福祉・医療・商業等の都市機能の立地、公共交通の充実に関する包括的
なマスタープランのこと 

※7
現金主義・単式簿記を特徴とする現在の地方自治体の会計制度に対し、発生主義・複式簿記などの企業会計手法を
導入しようとする制度  

 

 施設の床面積総量を本計画策定時の保有総量の水準以下とする。 

 秩序を保った整備を行うため、新規整備及び改修・更新のそれぞれについて

一定のルールのもとに実施する。 

 

 市民の日常生活を支えるため、追加又は新規整備を計画的に実施する。 

 改修に当たっては、長寿命化とダウンサイジングに取り組む。 

公 共 建 築 物 

社会基盤施設 
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3-04 他の計画との連携 
 

➤ 「姫路市行財政改革プラン２０１９」とその後継計画のもとに、本計画を策定し

ます。また、「姫路市立地適正化計画」や公営企業の経営戦略などとも連携を図り

つつ取組みを推進します。 
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姫路市公共施設等総合管理計画 

第 4 節   実施方針
 

➤ 公共建築物と社会基盤施設とは、その特性に違いがあるため、それぞれに取組み

方針を定めることとします。特に、社会基盤施設の中には河川など浸水被害を防止

するため、継続した追加投資が必要なものがあることに留意する必要があります。 

 

4-01 公共建築物 

 

 

➤ 施設の床面積総量が本計画策定時を下回る水準を目指します。ただし、新たな機

能や役割を担い、本市の将来の発展に大きく寄与することが期待される全市的な施

設については除きます。 

例：イベントゾーン※8及び手柄山中央公園の整備に伴う施設、(仮称)総合福祉会館など 

 

 

➤ 耐用年数プラス１０年の長寿命化と予防保全や耐震化に取り組みます。 

 

 

➤ 防災や高齢化社会に配慮した施設整備に努めるとともに、管理運営等への民間活

力の活用を推進します。また、情報化の推進や借地の解消も図ります。 

 

4-02 社会基盤施設 

 

 

➤ 安全かつ快適な市民生活を支えるため、計画的に追加整備を継続します。 

 

 

➤ 施設の長寿命化及び耐震化に継続して取り組むほか、将来の需要の変化を見据え

てダウンサイジングに取り組みます。 

 

 

➤ 運転管理等への民間活力の活用を推進するとともに、維持管理経費の縮減に取り

組みます。また、使用料等の受益者負担の適正化を図ります。 

 

 

 

※8「鉄道高架事業」や「姫路駅周辺土地区画整理事業」により、ＪＲ姫路駅の東部に新たに生み出された街区(約 6．6ha) 
※9 施設の整備から維持管理及び運営までの全体の経費  

方針１：ストック量の最適化 

方針２：ライフサイクルコスト※9の縮減 

方針３：管理運営の最適化 

方針１：継続整備の推進 

方針２：ライフサイクルコストの縮減 

方針３：管理運営の最適化 
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第１章 総 論 

第 5 節   取組みの方策
 

5-01 公共建築物 

 
 
 
１   施設整備に係る三つのルールの適用

➤ 新規整備に当たっては、整備目的、建設コストと管理運営経費の概算、利用度

に関する見込みを含めた施設諸元を明らかにした事業計画を作成し、予算公表時

にあわせて公表します。 

➤ 改築更新期を迎えた施設については、利用度や維持管理経費など、当初期待さ

れた施設パフォーマンスが維持できているかを確認する「フリカエリ評価」を行

い、改築更新を実施するか、統廃合等を行うかを選択します。また、これ以外に

も定期的に同様の評価を行い、統廃合等の実施を検討します。 

➤ 新規整備や更新を予定する施設ついては、事前にＶＦＭ※10による試算をしたう

えで、民間活力の活用により経費の削減や機能向上が見込まれる場合は、ＰＦＩ

等事業手法の導入の適否について、検討を行うこととします。 

２   施設の利用促進及び統廃合、転用、ダウンサイジングの推進

➤ 利用度の低い施設の抽出を定期的に行い、利用促進計画を策定し、利用度の向

上に取り組みます。 

➤ 利用促進計画の実施から４年を経過しても大幅な好転が実現できない場合は、

統廃合や転用を進めます。 

➤ 統廃合等が適さない施設については、改修時等に減築などによるダウンサイジ

ングを進めます。 

３   施設配置の検討

➤ 施設の配置の検討に当たっては、将来人口の見通しや経費縮減を基本として従

来の配置基準に拠ることなく取り組みますが、一方で、市民のニーズや現施設が

担っている機能の維持・向上、さらには、広域的な観点にも十分に配慮したうえ

で、今ある施設を最大限活用した施設総量及び配置の最適化を図ります。 

 

 
※10 

（Value for Money の略）支払いに対して最も価値の高いサービスを供給するという考え方で、従来の方式と比べてＰＦＩ
手法を用いる方が総事業費をどれだけ削減できるかを示す割合 

※11
（Private Finance Initiative の略）公共施設等の建設、維持管理、運営などに民間の資金、経営能力及び技術的能力を
活用する手法で、これにより、事業コストの削減、公共サービスの質の向上が期待される  

方針１：ストック量の最適化 

※11
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姫路市公共施設等総合管理計画 

 

 

１   公共建築物の長寿命化

➤ 現在、本市が保有する公共建築物の約半数について、耐用年数にプラス１０年

の長寿命化を行った場合、今後４０年間で約３８０億円（１年当たり約９．５億

円）の経費削減が見込まれます。 

 

➤ 施設の劣化度に応じて改修実施後に再度改修を実施し、施設寿命として標準的

な６０年から７０年以上への長寿命化を図ります。 

■長寿命化実施による更新費用の比較（公共建築物） 

  

  

140 

162 

190 

216 

258 256 252 

226 

249 

230 

100 

124 

136 144 

170 

190 
200 189 

175 172 

0

50

100

150

200

250

300

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

長寿命化しない場合

長寿命化した場合

（億円）

（年度）

方針２：ライフサイクルコストの縮減 
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２   事後対応型の施設保全から予防型の施設保全への転換

➤ 施設所管課ごとに個別対応してきた法定点検を一元化して実施し、点検漏れを

未然に防止するとともに、点検結果に基づき計画的に適切な保全を行う「予防保

全」により、施設の長寿命化に貢献するとともに、財政負担の無駄な増加を防ぎ

ます。 

➤ 施設点検マニュアルの整備・活用により、日常的に職員が劣化・損傷等を自主

点検できる仕組みを構築し、予防保全につなげる体制を整えます。 

➤ 「施設保全システム」(次頁を参照)を活用し、全庁横断的な視点から各施設に

共通した部位の劣化状況等の一元管理や評価、分析を行い、計画的な改修・修繕

を行います。 

➤ 施設の老朽化対策のほか、高齢者、障害者を含む不特定多数の市民が日常的に

利用する建築物を優先に、バリアフリー化にも取り組みます。 

■予防保全対策を考慮したライフサイクルコスト 

 

  
出典：国土交通白書２００８（国土交通省） 
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姫路市公共施設等総合管理計画 

■ 施設保全システムを利用した予防保全のフロー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆ 保全計画のイメージ 

対象部位 

（工法・仕上） 

改修内容 

（備考） 

点検 

結果 

改修計画 

H27 H28 H29 H30 H31 

外壁 
（モルタル塗リシン） 

補修・塗替 
（⾜場必要） 良好 

★ 
800 万 ☆ 

1200 万

  
 

屋根 
（シングル葺き） 

葺替え 
（⾜場必要） 要改修   

★ 
600 万 

 

・・・ ・・・       

 
 
 
◆ 改修⼯事費⽤の平準化のイメージ 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

  

施設所管課 営繕課 外部業者 

           

施
設
保
全
シ
ス
テ
ム 

点検結果情報の⼊⼒・劣化度の数値化 

施設の基本情報 

修繕・改修の履歴情報 

光熱費などの管理コスト情報 

重⼤な不具合は
即時対処を勧告

保全計画の更新

自主点検 
（⼩規模施設など） 

報告書 
確認

マニュアル
作成

マニュアルに基づき点検 

法定点検 
（⼤規模・特殊⽤途など） 

報告書 
確認

点検業務
発注

法令に基づき点検 

同種施設間での⽐
較により、エネルギー
使⽤のムダが発⾒
できる。 
省エネ改修の提案
のための重要なデー
タになる。 

点検の結果、屋根改修が必要となったので、
計画を前倒し、外壁とまとめて実施。⾜場を
共⽤することでコストを縮減。総⼯事期間も
短縮し、利⽤者への影響も減少。 

将来の改修⼯事費⽤を把握し、年度間でバラつきが
出ないように各施設の保全計画を調整。 
予算と⼈員の確保がしやすくなり、改修の実効性が⾼
まる。 

▲現在 

⼯
事
費
⽤
総
額 

▲現在 

⼯
事
費
⽤
総
額 
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第１章 総 論 

 

１   民間活力の活用（ＰＦＩ／ＰＰＰ手法の導入・民間譲渡）

➤ アウトソーシング※12 の取組みとして「ＰＦＩ／ＰＰＰ※13 手法」、「コンセッシ

ョン方式※14」、「指定管理者制度※15」など、民間の資金やノウハウを積極的に活用

し、多様な市民ニーズに応えるとともに、公共施設の機能の向上と維持管理経費

の縮減を図ります。 

➤ 今後の社会情勢や市民ニーズの変化に対応するため、施設の設置目的の希薄化

の有無や利用状況の推移、民間による同種施設の立地の状況など、多面的な検証

を実施し、市が保有する必要性が低いと判断された施設については、他用途への

転用や民間への譲渡も検討します。 

 

２   環境負荷の低減

➤ 環境負荷を低減させるため、経費の削減が見込める施設において、積極的に電

力入札※16を実施します。また、省エネ設備の導入を推進し、維持管理経費の縮減

に取り組みます。 

 

３   情報共有の推進

➤ 施設情報を一元化するとともに、本計画に基づく取組み状況を市民に適宜報告

することによって、施設の現状と課題を認識していただけるように努めます。 

➤ 地方公会計制度と連携しながら、施設別のセグメント分析により一元化した施

設情報を庁内で共有、活用し、より効果的な公共施設等のマネジメントを推進し

ていきます。 

 

４   借地解消の推進

➤ 新規の借地は原則禁止とするとともに、既存の借地についても、当該借地に所

在する施設の大規模改修・更新時に他施設との複合化等を進め、解消を図ります。 

➤ 特に、公共施設として存続する施設の借地については、賃借との費用対効果を

検証したうえで、購入や遊休市有地との交換を進めます。 

 

 

 
※12 

業務の全部または一部を一括して外部の企業等に委託すること
 

※13 （Public Private Partnership の略）公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉えた概念で、民間資本や民
間のノウハウを活用し、効率化や公共サービスの向上を目指す手法 

※14
利用料金の徴収を行う公共施設について、施設の所有権を公共主体が有したまま、施設の運営権を民間事業者に設
定する方式

 

※15
外郭団体等に限られていた公の施設の管理・運営の委託を、地方公共団体が指定する民間事業者を含む法人・団体
に代行させ、より効率的な管理・運営と利用者サービスの向上を図る制度 

※16
電気事業法の改正により、大口需要者が電力の供給者（特定規模電気事業者）を自由に選ぶことが出来るようになっ
たことに伴い、電力の供給に応じる価格について入札を行い供給者を決定する制度  

方針３：管理運営の最適化 
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5-02 社会基盤施設 

 
 

１   事業費の平準化

➤ 安全かつ快適な市民生活を支える社会基盤として、必要な機能を十分に確保す

るため、計画的で効果的かつ効率的な投資を行います。 

➤ 必要な水準を確保するため、整備計画のもと計画的に投資を継続しますが、新

設・追加と改修・更新の平準化に取り組みます。 

 

２   耐震化の実施

➤ 災害時に避難路や輸送路として、また、防災拠点や避難所が最低限の機能を確

保できるように、重要度や危険度に応じて、計画的に耐震化を図ります。 

 

３   整備財源の確保

➤ 国県支出金等の最大限の確保や活用に努めていきます。 

 

 

 

１   更なる長寿命化の推進

➤ 社会基盤施設については、既に長寿命化計画に基づく取組みを進めており、今

後も計画的な推進を図ります。 

 

２   ダウンサイジングへの取組み

➤ 施設整備時との需要の変化を踏まえたうえで、今後の人口減少も視野に入れて

プラントや管径などの規模・規格の見直しを検討していきます。 

 

 

 

１   民間活力の活用

➤ 社会基盤施設についても公共建築物と同様に、民間委託や包括的民間委託を検

討するなど、公共施設の機能を向上しながら維持管理経費の縮減を図ります。 

  

方針１：継続整備の推進 

方針２：ライフサイクルコストの縮減 

方針３：管理運営の最適化 
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第１章 総 論 

２   適切な維持管理の推進

➤ 施設種別ごとにライフサイクルコストを把握したうえで、維持管理に関する方

針を策定し、この方針に基づいた効果的で効率的な維持管理を行います。 

➤ 遊休資産の有効活用や未利用地の処分、アダプト制度※17等の導入・拡大にも取

り組みます。 

 

３   受益者負担の適正化

➤ 公営企業会計で所管する施設については、新たに策定する経営の基本計画であ

る「経営戦略」に基づき受益者負担の適正化を検討するなど、収支の均衡を図り

ます。 

 

 

5-03 その他の取組み 
 

➤ 県及び播磨圏域連携中枢都市圏※18 の市町が所有する公共施設等や民間施設の

配置状況を適切に把握し、相互利用や広域的連携を図るなど、公共施設等の最適

化に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※17

行政が、特定の公共財（道路、公園、河川など）について、市民や民間業者と定期的に美化活動を行うように契約する
制度

 

※18 
姫路市及び姫路市 と連携中枢都市圏形成に係る「連携協約」を締結する市町により構成される圏域（姫路市、相生
市、加古川市、高砂市、加西市、宍粟市、たつの市、稲美町、播磨町、市川町、福崎町、神河町、太子町、上郡町、佐
用町〔平成２７年１１月末現在〕）  
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5-04 推進体制とフォローアップ 
 

➤ 全庁を挙げてマネジメントを推進するため「公共施設等総合管理計画推進委員

会(仮称)」を設置し、計画の推進や組織間の調整を行います。 

➤ 本計画策定後の取組みとして、「個別実施計画」、「利用促進計画」、「自主管理

計画」の３つの手法から、次章の施設類型別の方針に適した取組みを実施するこ

とで、実効性の確保を図っていきます。 

 

■ 推進体制図 

 

公共施設等総合管理計画推進委員会(仮称) 

市長 

副市長 

市長公室長 

総務局長 

財政局長 

公共施設等総合管理計画の推進・調整・進捗管理 

公共施設等総合管理計画推進部会 

市長公室長 

総務局長 

財政局長 

都市局長 

企画政策推進室長 

職員部長 

行財政改革推進室長 

財務部長 

工事技術検査室長 

まちづくり推進部長 

所管する施設の個別方針に基づく取組みの推進 

各局推進チーム 

局長 

部長 

施設所管課長 等 

（指示） 

（連絡・調整） 





 

 

  

  

  

  

第 ２ 章 各 論 

 

第6節 施設類型別の方針 

第7節 公共建築物 

第8節 社会基盤施設 
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第２章 各 論 

第 6 節   施設類型別の方針
 

6-01 趣旨 
 

➤ 前章では、本市が所有する公共施設全般に共通する管理運営の考え方を述べてき

ました。この章では、施設類型ごとの特性に応じた、より詳細な方針を設定します。 

 

6-02 構成 
 

⑴ 施設の概要 

➤ 施設類型ごとに、施設種別、施設数と設置目的を掲載します。 

また、各施設の現状を概観するために、公共建築物については、可能な限り施

設の老朽度等を次の区分で掲載しています。 

 

① 同類型で利用状況の比較が可能な施設 【５９０施設】 

各施設を「老朽度」と「利用度」の二つの指標から評価、分析した結果を掲

載しています。 

利用度 
老朽度 

同種施設の利用者数の平均 

低（60％未満） 中（60％以上 140％未満） 高（140％以上） 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間

短期 
(10年以下) 

（例）○○センター   

中期 
(11 年～20年) 

 （例）○○小学校  

長期 
(21 年以上) 

  （例）○○会館 

 

② 同類型で利用度の比較が困難な施設 【２３８施設】 

老朽度を①と同様に、３段階に区分して掲載しています。 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間

短期 
(10年以下) 

（例）○○センター 

中期 
(11 年～20年) 

（例）○○園 

長期 
(21 年以上) 

（例）○○館 

 

⑵ 類型別の方針 

➤ 第３節の「長期的な方針」(14 頁掲載)に基づき、類型ごとに「今後の方向性」 

を示したうえで、本計画期間中の取組み方針については、「計画期間の取組み等」

において、さらに細分化した単位で記載しています。  
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6-03 計画策定後の取組み 
 

➤ 計画期間中に、施設ごとの取組み方針に沿って、「個別実施計画」、「利用促進

計画」、「自主管理計画」のいずれかを策定することとし、これを明記しています。 

 

➤ なお、社会基盤施設は、所管局が策定した「経営戦略」や「長寿命化計画」等

の個別計画をもって対応することとします。 

 

 

個

別

実

施

計

画

 統廃合、複合化、転用、移管等のあり方検討が必要な施設を対象とし

ます。 

 

 策定時期は個別方針に基づき、原則として前期（H28～H32）と後期（H33

～H37）に区分します。 

 

 計画の策定においては、市民(利用者等)の意向や意見を聴取します。

 

 

利

用

促

進

計

画

 利用度の低い施設を定期的に抽出し、計画を策定します。 

 

 計画期間は４年間とします。 

 

 計画実施から４年を経過しても目標の達成(大幅な好転)が困難な場合

は、統廃合及び転用を検討します。 

 

 統廃合が適さない施設は、改修時にダウンサイジングを検討します。

 

 

自

主

管

理

計

画

 計画期間は５年以内で「フリカエリ評価」を想定し、毎年度、所管課

で自己評価を行うこととします。 

 

 策定に当たっては、維持管理経費の削減や予防保全、長寿命化計画等

を盛り込むこととします。 
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第 7節   公共建築物
 

7-01 コミュニティ施設 
 

１ 施設の現状 

⑴ 施設種別及び設置目的 

施設種別（施設数） 設 置 目 的 

公民館（65） 

一定の区域内の住民のために、実際生活に即する教

育、学術及び文化に関する各種の事業を行い、もって住

民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図り、生活

文化の振興、社会福祉の増進に寄与するために設置 

市民会館・市民センター（19） 市民の生活文化と知性教養の向上及び市民の親和連

帯と地域コミュニティ活動の推進を図り、市民福祉の増

進に寄与する施設として設置 

総合センター・集会所（26） 地域社会全体の中で福祉の向上や人権啓発と住民交

流の拠点となる施設として設置 

ホール（3） 市民文化の向上と市民福祉の増進及び市民の芸術文

化活動の振興と豊かな文化的市民生活の増進に寄与す

るために設置 

その他施設（11） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自然休養村管理センター 

豊かな自然環境の中で、市民に憩いと安らぎの場を提

供する施設として設置 
 
市民活動・ボランティアサポートセンター 

ＮＰＯ※19 やボランティア団体等、特定の分野を限ら

ず多様な市民活動を総合的に支援する施設として設置 
 
男女共同参画推進センター 

姫路市における男女共同参画社会※20 の形成を促進す

るための拠点施設として設置 
 
夢前ふれあいの館フレンデ 

児童の健全育成と働く女性の福祉の増進に寄与する

施設として設置 
 
人権啓発センター 

人権課題に対する施策を総合的に推進するための拠

点施設として設置 
 
環境ふれあいセンター 

市民の環境に対する意識の向上、地域コミュニティ活

動の推進のために設置 
 
国際交流センター 

市民の国際理解及び国際交流・協力活動を促進し、多

文化共生社会※21の実現に資するために設置 

 
※19 

（Non Profit Organization の略）ボランティア活動等の社会貢献活動を行う営利を目的としない団体の総称
 

※20
男性と女性がお互いにその人権を尊重し、喜びも責任も分かち合いつつ性別にかかわらず、その個性と能力を十分に発揮す
ることができる社会のこと 

※21 
国籍や民族など異なる人々が互いの文化的違いを認め合い、対等な関係を築こうとしながら構成員として共に生きていく社会

市民会館、市民センター(17)、

朝日山荘 

自然休養村管理センター、 

市民活動・ボランティアサポートセ

ンター、 

男女共同参画推進センター、 

夢前ふれあいの館フレンデ、 

人権啓発センター、 

環境ふれあいセンター、 

国際交流センター、 

姫路市民プラザ、 

勤労市民会館、 

ふれあいの館〔船津公園、網干南

公園〕(2) 

総合センター(18)、集会所(7)、

広瀬ふれあい会館 

文化センター、キャスパホール、

パルナソスホール 
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施設種別（施設数） 設 置 目 的 

その他施設（11） 

姫路市民プラザ 

市民の文化及びスポーツの振興を図り、市民福祉の増

進に寄与するために設置 
 
勤労市民会館 

勤労市民の文化と教養の向上及び福祉の増進に寄与

する施設として設置 
 
ふれあいの館〔船津公園、網干南公園〕 

市民の生活文化の向上と体育の振興及び親和連帯と

地域コミュニティ活動の推進のために設置 

 

⑵ 施設の老朽度、利用度 

① 公民館 

利用度 
老朽度 

同種施設の利用者数の平均 

低（60％未満） 中（60％以上 140％未満） 高（140％以上） 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

伊勢、旭陽 

山田、的形、大塩、高岡、

糸引、余部、英賀保、 
水上、城乾、広畑第二、

城巽、増位、家島 

大津、香寺 

中期 
(11 年～20年)

花田、安室東、香寺北 

網干、船場、網干西、 
安室、野里、城北、城南、

城東、飾磨、広畑、白鳥、

白浜 

勝原、安富 

長期 
(21 年以上) 

谷外、八木、東、広峰、

手柄、古知 

太市、御国野、豊富、 
船津、曽左、四郷、林田、

妻鹿、峰相、別所、八幡、

荒川、谷内、津田、青山、

高浜、砥堀、城陽、 
高岡西、南大津、菅野 

城の西、大津茂、夢前、

置塩 

※ 旭陽、大塩に関しては、平成２６年度に改修工事を実施したため、例年より利用度が低くなっています。 

 

② 市民会館、市民センター 

利用度 
老朽度 

同種施設の利用者数の平均 

低（60％未満） 中（60％以上 140％未満） 高（140％以上） 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

指大的Ｃ、指高岡Ｃ、 

家島群島開発総合センター
指西Ｃ、指灘Ｃ 指花の北市民広場 

中期 
(11 年～20年)

指城乾Ｃ、指安室Ｃ、 

指中央Ｃ 
― 

市民会館、指東Ｃ、 

指飾磨Ｃ、指広畑Ｃ、 

指網干Ｃ 

長期 
(21 年以上) 

すがのＣ、夢前Ｃ、 

あざみＣ、指朝日山荘 
指勝原Ｃ ― 

Ｃ ＝「市民センター」の略 ／ 指 ＝ 指定管理者制度導入施設  
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③ 総合センター、集会所 

利用度 
老朽度 

同種施設の利用者数の平均 

低（60％未満） 中（60％以上 140％未満） 高（140％以上） 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

下構Ｃ、丸尾町Ｃ、 

中鈴Ｃ、堀川町Ｃ、 

実法寺Ｃ、豊岡Ｃ、 

長野Ｃ 

高木Ｃ、城東町Ｃ、 

砥堀二区Ｃ、 

広瀬ふれあい会館 

見野Ｃ 

中期 
(11 年～20年) 

上鈴Ｃ 
津熊Ｃ、上手野Ｃ、 

福井Ｃ、庄田Ｃ 
 

長期 
(21 年以上) 

豊岡Ｃ(分室)、向山(集)

西御着Ｃ、瑞岡(集)、 

英賀宮町西(集)、 

野田(集)、三坂(集)、 

瀬川(集) 

豊国(集) 

Ｃ ＝「総合センター」、(集) ＝「集会所」の略 

 

④ ホール 

利用度 
老朽度 

同種施設の利用率の状況 

低（50％未満） 中（50％以上 70％未満） 高（70％以上） 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間

短期 
(10年以下) 

― ― ― 

中期 
(11 年～20年) 

― ― ― 

長期 
(21 年以上) 

― 
指文化センター、 

指キャスパホール 
パルナソスホール 

指 ＝ 指定管理者制度導入施設 

 

⑤ その他施設 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

自然休養村管理センター 

中期 
(11 年～20年) 

市民活動・ボランティアサポートセンター、男女共同参画推進センター、 
人権啓発センター、環境ふれあいセンター、国際交流センター、 
指姫路市民プラザ、指勤労市民会館、網干南公園ふれあいの館 

長期 
(21 年以上) 

夢前ふれあいの館フレンデ、船津公園ふれあいの館 

指 ＝ 指定管理者制度導入施設 
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２ 今後の方向性 

公民館、市民センター 

公民館については、社会教育施設としての側面に加え、地域活動や地域コミュニティの

拠点としての役割も年々大きくなっていることから、今後の人口減少を見据えた地域コミ

ュニティの振興方策を先行して策定し、これを踏まえ、将来的にはコミュニティセンター

への移行も視野に入れつつ、望ましい施設の保有量及び最適配置を考えます。 
市民センターについても、公民館と一体的にあり方を検討します。 

 
市民会館 

イベントゾーンに整備予定の新施設の稼働後の状況を踏まえ、今後のあり方を検討しま

す。 
 
総合センター、集会所 

総合センターについては、人権啓発と住民交流の拠点的役割を担う施設として、予防保

全や長寿命化により機能の維持を図ります。 
集会所については、総合センターが設置されていない地域の拠点施設であるため、地域

住民自らによる管理運営及び予防保全により、機能の維持を図ります。 
 
ホール 

文化センターについては、平成３１年度を目途に廃止し、イベントゾーンに新たな文化

交流施設を整備することとします。 

キャスパホールについては、交通利便性の高い場所に位置し、今後も一定の需要が見込

まれることから、イベントゾーンに整備する新施設との役割分担を考慮しつつ、新施設の

の稼働後の状況を踏まえ、施設のあり方を検討します。 
パルナソスホールについては、高等学校音楽ホールとして継続していくか、他のホール

と同様に位置付けるのか、多方面からの意見を求めながら検討を進めます。 
 
その他施設 

利用状況が低迷している施設は、期限を定めて対策を講じたうえで、なお、利用度が向

上しない場合には、統廃合等を検討することとします。 

 

３ 計画期間の取組み等 

⑴ 公民館 

改築・更新

の考え方 

現在、全６５館のうち、約半数の３１館において老朽化が進んでいます。

これまでも公民館改修計画を策定し、設置後２５年以上経過した建物から

順次、改修後３０年間使用(施設寿命６０年程度)できる施設となるよう大規

模改修工事を実施してきましたが、今後は、地域の特性やニーズ等を勘案し

つつ、施設の更なる長寿命化に取り組むこととします。 

管理運営の

考え方 

施設のあり方の検討にあわせて、最適な管理運営手法を検討することと

し、維持管理経費の削減方策として、長期継続契約による経費削減や電力入

札の実施を検討します。 

計画策定後

の取組み 
今後検討する地域コミュニティの振興方策の策定後に、市民センターとあ

わせて個別実施計画を策定します。 
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⑵ 市民会館、市民センター 

改築・更新

の考え方 

市民会館については、イベントゾーンに整備する新施設の稼働状況等を踏

まえ、施設のあり方を検討します。 

旧姫路市域の市民センターについては、平成２８年度に実施する勝原市民

センターの改修後は、当面、大規模な改修は必要がないため、改修が必要と

なるまでの間に地域コミュニティ活動の振興策を先行して検討し、公民館な

ど他のコミュニティ施設と一体的にあり方を検討することとします。 

合併に伴う旧夢前町域の類似する３施設(夢前、すがの、あざみ)は、平成

２８年４月に新設する北部市民センターに統合し、用途廃止とします。 

また、貸館事業の重複が見られる安室東地区においては、平成２８年１０

月に安室市民センターを廃止します。 

管理運営の

考え方 

市民サービスの向上や施設運営の効率性の確保に向け、民間活力の導入を

検討します。また、エネルギーコストを軽減するために、省エネ設備の導入

を進めます。 

計画策定後

の取組み 

市民会館 

イベントゾーンの新施設の稼働状況等を踏まえ、計画期間後期に個別実施

計画を策定します。 
 
市民センター、朝日山荘 

市民センターについては、今後、検討する地域コミュニティの振興方策の

策定後に、公民館とあわせて個別実施計画を策定します。 
朝日山荘については、指定管理者の更新時期(H30)にあわせて、個別実施

計画を策定します。 

 

⑶ 総合センター、集会所 

改築・更新

の考え方 
人権啓発と住民交流の拠点施設として存続させ、順次、補修工事等を実施

することとします。 

管理運営の

考え方 

市内の１７総合センター及び８集会所を５地域にグループ化し、職員の適

正配置とグループ内施設の協力体制を維持し、総合センター及び集会所の活

性化を図ります。 

計画策定後

の取組み 
利用度が低い施設については、利用促進計画を策定します。 

 

⑷ ホール 

改築・更新

の考え方 

文化センターについては、施設の老朽化が進んでいることから平成３１年

度を目途に廃止し、イベントゾーンに新施設を整備します。これにあわせて、

音楽演劇練習場の機能を統合します。 

キャスパホールについては、平成２２年度に舞台回りなどの改修を行って

おり、計画期間中に大規模な改修を実施する予定はありませんが、機器類の

老朽化が進んでいくことから、点検を強化し、軽易な段階で対応して行きま

す。 

パルナソスホールについては、老朽化が進んでいるため、現状水準を維持

できるように早期の改修を検討します。 



 

 

姫路市公共施設等総合管理計画 

32

管理運営の

考え方 

現在、文化センター及びキャスパホールは指定管理者制度により運営して

おり、イベントゾーンの新施設についてもＰＰＰ手法による管理運営を検討

します。 
パルナソスホールについては、施設のあり方の検討にあわせて最適な管理

運営手法を検討することとします。 

計画策定後

の取組み 

パルナソスホール 

現行の高等学校音楽ホールとしての継続の可否について、計画期間後期に

個別実施計画を策定します。 
 

その他の施設 

自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 

 

⑸ その他施設 

改築・更新

の考え方 

利用状況の低迷が続く施設については、期限を定めて対策を講じ、それに

よってもなお利用度が向上しない場合には、統廃合等を検討することとしま

す。 

その他の施設については、施設機能の充実や長寿命化対策を図り、施設の

維持に努めることとします。 

なお、夢前ふれあいの館フレンデについては、平成２７年度末で用途廃止

します。 

管理運営の

考え方 

市直営施設については、利用度向上に取り組むとともに、管理運営費の削

減、エネルギーコストの軽減を図ります。 
指定管理者制度導入施設については、同制度による効果に検証を加え、よ

り効率的かつ効果的な管理運営に努めます。 

計画策定後

の取組み 

市民活動・ボランティアサポートセンター 

市民会館とあわせて、計画期間後期に個別実施計画を策定します。 
 

勤労市民会館 

現在、検討中の「手柄山中央公園整備方針」における総合スポーツ会館の

移転案の進捗にあわせて、個別実施計画を策定します。 
 

その他の施設 

自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 
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7-02 スポーツ施設 
 

１ 施設の現状 

⑴ 施設種別及び設置目的 

施設種別（施設数） 設 置 目 的 

体育施設（26） 
保健・体育・スポーツの振興と心身の健全な発達を図

り、市民福祉の増進に寄与する施設として設置 

その他施設（3） 
 
 
 

夢前ふれあい体育館、ゆめさきゲートボール場 

市民のスポーツの振興を図るとともに、地域コミュニ

ティ活動を推進する施設として設置 
 

勤労者体育センター 

勤労市民の文化と教養の向上及び福祉の増進に寄与

する施設として設置 

 

⑵ 施設の老朽度、利用度 

利用度 
老朽度 

同種施設の利用者数の平均 

低（60％未満） 中（60％以上 140％未満） 高（140％以上） 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

指豊富球場(多目的広場)、 

指林田グラウンド、 

坊勢運動広場(グラウンド)、

指花北体育館(トレーニング

室) 

指豊富球場(野球場)、 

指香寺総合公園ＳＣ(野球

場、体育館、トレーニング室)、

指花北体育館(体育館) 

指球技ＳＣ(球技場)、 

指姫路球場、 

指陸上競技場、 

指広畑テニスコート、 

指中央体育館(競技場)、 

指香寺温水プール 

中期 
(11 年～20年) 

坊勢ＳＣ(グラウンド、テニス

コート、体育館、温水プール)、

指夢前ＳＣ(体育館等)、 

夢前ふれあい体育館、 

ゆめさきゲートボール場 

指広畑野球場、 

指網干テニスコート、 

指勤労者体育センター 

指田寺テニスコート、 

指総合スポーツ会館(温水

プール) 

長期 
(21 年以上) 

家島Ｂ＆Ｇ海洋センター

(体育館、温水プール)、 

家島運動広場(グラウンド、

テニスコート)、 

指夢前ＳＣ(テニスコート、武

道館)、 

指安冨ＳＣ(グラウンド、多目

的広場、テニスコート)、 

安冨Ｂ＆Ｇ海洋センター

(プール)、 

白浜グランド 

指球技ＳＣ(野球場、多目的広

場)、 

指中島野球場、 

指灘浜野球場、 

指夢前ＳＣ(グランド)、 

指香寺総合公園ＳＣ(グラ

ンド、テニスコート、武道館)、

指球技ＳＣ(テニスコート)、

指総合スポーツ会館(トレ

ーニング室)、 

指中央体育館(相撲場) 

指白浜新開野球場、 

指総合スポーツ会館(競技

場、武道場)、 

広畑トレーニングルーム 

ＳＣ ＝「スポーツセンター」の略 ／ 指 ＝ 指定管理者制度導入施設 

※ クロス分析は、施設の機能で細分化して実施しています。  

夢前ふれあい体育館、 

ゆめさきゲートボール場、 

勤労者体育センター 
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２ 今後の方向性 

平成２７年度実施の類似施設(公園、学校、民間施設)を含む全市的な施設配置の分析を

踏まえ、平成２８年度に体育施設の再配置計画の策定に着手します。 

 

３ 計画期間の取組み等 

⑴ 体育施設 

改築・更新

の考え方 

今後、策定する体育施設の再配置計画に基づき、施設の再配置を進めます。

また、手柄山におけるスポーツ施設の新設については、ＰＰＰ手法の活用

も検討します。 

管理運営の

考え方 

現在、市直営で運営している広畑トレーニングルーム、家島Ｂ＆Ｇ海洋セ

ンター、坊勢スポーツセンター及び安富Ｂ＆Ｇ海洋センターについては、市

民サービスの向上と管理経費の低減を図るため、指定管理者制度の導入を検

討します。 

計画策定後

の取組み 
体育施設の再配置計画を個別実施計画とします。 

 

⑵ その他施設 

改築・更新

の考え方 
平成２８年度に策定に着手する体育施設の再配置計画のなかで、一体的に

あり方を検討します。 

管理運営の

考え方 

市直営施設については、利用向上に取り組むとともに、管理運営費の削減、

エネルギーコストの軽減を図ります。 
指定管理者制度導入施設については、同制度による効果に検証を加え、よ

り効率的かつ効果的な管理運営に努めます。 

計画策定後

の取組み 
体育施設の再配置計画を個別実施計画とします。 
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7-03 レクリエーション施設 
 

１ 施設の現状 

⑴ 施設種別及び設置目的 

施設種別（施設数） 設 置 目 的 

地域資源活用施設（6） 
 
 
 
 
 

ふれあい農園〔仁色、南恒屋〕 

都市住民に野菜、花等の栽培を通じて、健康的な余暇

活動の普及を図る施設として設置 
 
夢さき夢のさと 

市民の憩いの場、かつ、地域農業の振興と地域の活性

化を図る施設として設置 
 
はやしだ交流センター 

地域資源を活用し、市民の交流と健康の増進を図ると

ともに、地域農業の振興に資する施設として設置 
 
石倉峯相の里 

市民の憩いの場、かつ、地域の特産物を用いた市民交

流を通じて地域の活性化を図る施設として設置 
 
自然観察の森 

自然保護思想の普及及び向上を図る施設として設置 

宿泊施設（2） 
 

アイランドハウスいえしま荘 

本市の観光の振興を図り、市民の健康と福祉を増進す

る施設として設置 
 
休養センター・香寺荘 

市民に対し、低廉で健全なレクリエーション及び保健

休養の場を提供する施設として設置 

その他施設（6） 
 
 
 
 
 

市川ふれあい緑地 

市川美化センターと周辺地域との緩衝帯、地域の人た

ちの憩いの拠点として設置 
 
網干健康増進センター 

ごみ焼却施設から発生する熱エネルギーの有効利用

を図るとともに、市民に健康づくりと安らぎの場を提供

する施設として設置 
 
音楽演劇練習場 

市民の文化の振興と教養の向上を図る施設として設

置 
 
遊漁センター 

海浜レジャーと漁業活動の調和を目指し、安全で快適

な海釣りを楽しむための施設として設置 
 

手柄山交流ステーション 

手柄山の諸施設をつなぐ交流拠点、産業遺産としての

魅力を発信する市民の交流促進や、緑化推進の拠点とし

て設置 

  

市川ふれあい緑地、 

網干健康増進センター、 

音楽演劇練習場、 

遊漁センター、 

手柄山交流ステーション、 

緑の相談所 

アイランドハウスいえしま荘、

休養センター・香寺荘 

ふれあい農園〔仁色、南恒屋〕

(2)、 

夢さき夢のさと、 

はやしだ交流センター、 

石倉峯相の里、自然観察の森 
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施設種別（施設数） 設 置 目 的 

その他施設（6） 

緑の相談所 

市民の都市緑化意識の高揚、植栽知識を普及すること

及び来所者に憩いの場を提供する施設として設置 

 

⑵ 施設の老朽度 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

指南恒屋ふれあい農園、指はやしだ交流センター、指石倉峯相の里、 

指網干健康増進センター、手柄山交流ステーション 

中期 
(11 年～20年)

指休養センター・香寺荘、指仁色ふれあい農園、市川ふれあい緑地 

長期 
(21 年以上) 

指夢さき夢のさと、指自然観察の森、指アイランドハウスいえしま荘、 

指音楽演劇練習場、指遊漁センター、緑の相談所 

指 ＝ 指定管理者制度導入施設 

 

２ 今後の方向性 

今後の社会情勢や市民ニーズの変化に対応するため、本計画の更新時期にあわせて、施

設の設置目的の希薄化の有無や利用状況の推移、民間による同種施設の立地の状況など、

多面的な検証を実施します。その結果に基づき、地域活力の維持に留意しながら、特に行

政が施設運営を行う必要性の観点から、施設ごとにそのあり方を検討します。 

 

３ 計画期間の取組み等 

⑴ 地域資源活用施設 

改築・更新

の考え方 

夢さき夢のさとについては、期限を定め、利用度向上対策を講じたうえで、

なお、向上しない場合は、廃止や縮小を含めた施設のあり方を検討すること

とします。 

その他の施設は、施設機能の充実、長寿命化対策を図り、施設の維持に努

めます。 

管理運営の

考え方 

利用向上に取り組むとともに、管理運営費の削減、エネルギーコストの軽

減を図ります。 
指定管理者制度導入施設として、同制度による効果に検証を加え、より効

率的かつ効果的な管理運営に努めます。 

計画策定後

の取組み 

夢さき夢のさと 

利用促進計画を策定し、利用度の向上に取り組みます。 
 
その他の施設 

自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 
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⑵ 宿泊施設 

改築・更新

の考え方 
施設の改修・更新の検討に先立って、行政が施設運営する必要性の観点か

ら、運営主体や機能などについて検討を行います。 

管理運営の

考え方 
指定管理者制度導入施設として、同制度による効果に検証を加え、より効

率的かつ効果的な管理運営に努めます。 

計画策定後

の取組み 
計画期間内に個別実施計画を策定します。 

 

⑶ その他施設 

改築・更新

の考え方 

遊漁センターについては、耐用年数満了(H37)までに利用状況を踏まえた

施設のあり方を検討することとします。 

緑の相談所については、「手柄山中央公園整備方針」の検討の進捗にあわ

せて、温室植物園との統合を検討します。 

音楽演劇練習場については、イベントゾーンに整備する新施設に機能を統

合します。 

その他の施設については、必要な改修を実施し、施設機能の充実や長寿命

化対策を図り、施設の維持に努めることとします。 

管理運営の

考え方 

市直営施設については、利用向上に取り組むとともに、管理運営費の削減、

エネルギーコストの軽減を図ります。 
指定管理者制度導入施設については、同制度による効果に検証を加え、よ

り効率的かつ効果的な管理運営に努めます。 

計画策定後

の取組み 

遊漁センター 

遊漁センター釣台腐食耐用度調査(H9)に基づく修繕計画及び利用状況を

踏まえたうえで、計画期間後期に個別実施計画を策定します。 

 

緑の相談所 

「手柄山中央公園整備方針」の検討の進捗にあわせて、温室植物園との統

合について、計画期間後期に個別実施計画を策定します。 
 

その他の施設 

自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 
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7-04 医療施設 
 

１ 施設の現状 

⑴ 施設種別及び設置目的 

施設種別（施設数） 設 置 目 的 

姫路市休日・夜間急病センター

（1） 

市民の急病等の医療需要に対処し、その救急医療体制

の確保及び充実を図り、市民の健康保持・増進及び福祉

の向上を図るための施設として設置 

診療所（3） 
地域医療の充実を図るため、へき地、無医地区及び無

医地区に準じた地区に設置 

 

⑵ 施設の老朽度 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間

短期 
(10年以下) 

国民健康保険家島診療所 

中期 
(11 年～20年)

指姫路市休日・夜間急病センター 

長期 
(21 年以上) 

山之内診療所、四郷診療所 

指 ＝ 指定管理者制度導入施設 

 

２ 今後の方向性 

休日・夜間急病センターは市内唯一の施設であることから、現状維持に努めることとし

ます。 
家島診療所は地域医療の拠点として、今後も施設の維持及び充実を図ります。 
その他の施設は大規模改修の検討時期にあわせて地域の現状を精査し、廃止を含めたあ

り方を検討します。 

 

３ 計画期間の取組み等 

改築・更新

の考え方 

休日・夜間急病センター及び家島診療所については、長寿命化により施設

の維持に努めることとします。 

その他の施設については、老朽化が進んでいる状況であることから、他の

医療機関の利用状況など地域の現状を精査し、大規模改修の検討にあわせ

て、廃止も含めた施設のあり方を検討することとします。 

管理運営の

考え方 

市直営施設については、管理運営費の削減、エネルギーコストの軽減を図

ります。 
指定管理者制度導入施設については、同制度による効果に検証を加え、よ

り効率的かつ効果的な管理運営に努めます。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 

  

国民健康保険家島診療所、 
山之内診療所、四郷診療所 



 

 

39 

第２章 各 論 

7-05 保健衛生施設 
 

１ 施設の現状 

⑴ 施設種別及び設置目的 

施設種別（施設数） 設 置 目 的 

保健所（1） 
市民の健康の保持、増進活動の中心となる公的機関と

して設置 

保健センター（6） 

 

 

保健福祉サービスセンター（12） 

保健センター 

市民の日常生活に密着した対人保健サービスを実施

し、市民の健康づくりに寄与するための施設として設置
 
保健福祉サービスセンター 

高齢者に身近な保健サービス及び福祉サービスを一

元的に提供する施設として地域ブロックごとに設置 

その他施設（5） 

 
 
 
 
 
 

動物管理センター 

狂犬病予防法に基づく犬の捕獲及び抑留並びにそれ

らの殺処分を行う施設として設置 
 
食肉衛生検査センター 

と畜場法に基づき、と畜検査(食肉検査)及び衛生管

理・指導等を行う施設として設置 
 
中央卸売市場食品衛生検査センター 

食品衛生法に基づき、中央卸売市場内の施設に対し、

営業に係る許認可及び食品の収去検査を行う施設とし

て設置 
 
地域リハビリテーション支援センター 

中播磨圏域において、適切なリハビリテーションを継

続的に受けることができるシステムを構築する施設と

して設置 
 
環境衛生研究所 

公衆衛生の向上及び増進に寄与するための試験・検査

機関として設置 

 

⑵ 施設の老朽度、利用度 

① 保健センター、保健福祉サービスセンター 

利用度 
老朽度 

同種施設の利用者数の平均 

低（60％未満） 中（60％以上 140％未満） 高（140％以上） 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

夢前ＳＣ 西ＳＣ 南Ｃ 

中期 
(11 年～20年) 

広畑ＳＣ、西Ｃ 
東ＳＣ、北ＳＣ、 

飾磨ＳＣ 
灘ＳＣ、安富ＳＣ 

長期 
(21 年以上) 

家島ＳＣ 香寺ＳＣ、中央Ｃ 中央ＳＣ、網干ＳＣ 

Ｃ ＝「保健センター」、ＳＣ ＝「保健福祉サービスセンター」の略 

※ 保健センター分室は、保健福祉サービスセンターと一体の施設であることから対象外とします。 

動物管理センター、 
食肉衛生検査センター、 
中央卸売市場食品衛生検査セン

ター、 
地域リハビリテーション支援セ

ンター、 
環境衛生研究所 

保健センター(3)、 

保健センター分室(3) 
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② 保健所、その他施設 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

― 

中期 
(11 年～20年)

地域リハビリテーション支援センター、環境衛生研究所 

長期 
(21 年以上) 

保健所、動物管理センター、食肉衛生検査センター、 
中央卸売市場食品衛生検査センター 

 

２ 今後の方向性 

保健所 

市民の健康の保持、増進活動の拠点的役割を担う施設であるため、長寿命化により施設

と機能の維持を図ることとします。 
 

保健センター、保健福祉サービスセンター 

市民の健康づくりの拠点的役割を担う施設であるため、長寿命化により施設と機能の維

持を図ります。また、保健福祉サービスセンターについては、将来の地域ブロックの見直

しにあわせて、適正配置を検討します。 
 

その他施設 

動物管理センターについては、動物愛護法の趣旨や市民ニーズを踏まえ、現在の施設の

見直しを検討します。 
検査センターについては、新食肉センターの開設及び中央卸売市場の整備に伴い、検査

体制の拡充及び施設の整備について検討します。 
地域リハビリテーション支援センターについては、施設の機能及び利用状況を踏まえ、

保健所の改修時にあわせて、存廃を検討することとします。 
環境衛生研究所については、試験・検査機関として現状維持に努めることとします。 

 

３ 計画期間の取組み等 

⑴ 保健所 

改築・更新

の考え方 

市民の健康・衛生を支える拠点施設であることから、現状の水準を維持す

ることとします。また、大規模改修の検討にあわせて、機能向上を検討しま

す。 

管理運営の

考え方 

老朽度調査の実施や保全計画の作成によって、施設運営に支障が出ないよ

う適切に設備改修を実施します。また、エネルギーコストを軽減させるため

に、省エネ設備の導入を推進します。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 
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⑵ 保健センター、保健福祉サービスセンター 

改築・更新

の考え方 
施設の改築・更新については、フリカエリ評価を行ったうえで、施設機能

の充実や長寿命化対策を図ります。 

管理運営の

考え方 

老朽度調査の実施や保全計画の作成によって、施設運営に支障が出ないよ

う適切に設備改修を実施します。また、エネルギーコストを軽減させるため

に、省エネ設備の導入を推進します。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 

 

⑶ その他施設 

改築・更新

の考え方 

施設の移転、整備を検討している動物管理センター、食肉衛生検査センタ

ー、中央卸売市場食品衛生検査センターについては、設置目的や業務内容を

考慮したうえで、他の公共施設の転用やコンパクト化に努めます。 

その他の施設は、施設の長寿命化と機能の充実を図ります。 

管理運営の

考え方 

検査体制及び設備や安全面の質の向上に努めながら、利用度の向上を図り

ます。また、エネルギーコストを軽減させるために、省エネ設備の導入を検

討します。 

計画策定後

の取組み 

動物管理センター 

「姫路市における動物愛護施設のあり方検討」にあわせて、計画期間前期

に個別実施計画を策定します。 
 

食肉衛生検査センター・中央卸売市場食品衛生検査センター 

新食肉センターの開設及び中央卸売市場の整備にあわせて、計画期間前期

に個別実施計画を策定します。 
 

その他の施設 

自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 

  



 

 

姫路市公共施設等総合管理計画 

42

7-06 児童関連施設 
 

１ 施設の現状 

⑴ 施設種別及び設置目的 

施設種別（施設数） 設 置 目 的 

就学前教育・保育施設（67） 

 

 

保育所・認定こども園は、教育並びに保育を一体的に

行い、子どもの健やかな成長が図られるよう環境を整備

し、その心身の発達を助長するとともに、保護者に対す

る子育ての支援を行うために設置 
幼稚園は、義務教育及びその後の教育の基礎を培うも

のとして幼児を保育し、幼児の健やかな成長のために適

当な環境を与えて、その心身の発達を助長するために設

置 

放課後児童クラブ（79） 
小学校児童の授業終了後における保護及び健全育成

を図るために設置 

児童センター、児童館（12） 

児童に健全な遊びを与え、その健康を増進し、情操を

豊かにすることをもって公共の福祉の増進に資するた

めに、原則として地域ブロックごとに設置 

 

⑵ 施設の老朽度、利用度 

① 就学前教育・保育施設 

利用度 
老朽度 

同種施設の公費負担額、定員充足率及び利用人数 

低（4点以下） 中（5点以上 7点以下） 高（8点以上） 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

広西(保) 花田(保)、四郷和光(保)、
曽左(幼)、城陽(幼)、 
旭陽(幼)、高岡(幼)、 
荒川(幼)、太市(園)、 
林田(園)、砥堀(園) 

飾磨(保)、糸引(幼)、 
香呂(園) 

中期 
(11 年～20年)

家島(幼)、置塩(幼) 
前之庄(保)、市川台(保)、
城東(幼) 

高岡(保) 

長期 
(21 年以上) 

伊勢(保)、城西(幼)、 
前之庄(幼)、青山(幼)、 
谷外(幼)、四郷(幼)、 
大塩(幼)、菅生(幼)、 
中寺(幼) 

中央乳児(保)、御着(保)、
豊富(保)、飾磨西(保)、 
溝口(保)、城東(保)、 
若草(保)、めぐみ(保)、 
中央(保)、安富西(保)、 
安富中(保)、水上(幼)、 
城乾(幼)、豊富(幼)、 
花田(幼)、坊勢(幼)、 
広峰(幼)、白浜(幼)、 
飾磨(幼)、津田(幼)、 
網干(幼)、御国野(幼)、 
別所(幼)、安室東(幼)、 
手柄(幼)、高浜(幼)、 
英賀保(幼)、八幡(幼)、 
広畑第二(幼)、山田(園)、
船津(園) 、的形(園) 

大塩(保)、城陽(保)、 
手柄(保)、高浜(保)、 
勝原(幼)、大津(幼) 

(保) ＝「保育所」、(幼) ＝「幼稚園」、(園) ＝「こども園」の略 

※ 利用度については、認定こども園及び保育所と幼稚園は就学前児童を対象とした施設ではあるが、設置目的
や児童の対象年齢及び保育日数や保育時間が異なり、単純に利用人数のみで比較することができないため、公
費負担額、定員充足率及び利用人数を点数化（各項目１点～３点）し、その合計値で記載しています。 

  

保育所・認定こども園(30)、 

幼稚園(37) 

平成２６年度に改築工事を
実施したため、例年より利
用度が低くなっています。
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② 放課後児童クラブ 

利用度 
老朽度 

同種施設の利用者数の平均 

低（60％未満） 中（60％以上 140％未満） 高（140％以上） 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

妻鹿小、伊勢小 

砥堀小、水上小、 
広峰小第一、広峰小第二、

野里小、城乾小、城西小、

高岡小第一、高岡小第二、

曽左小第二、青山小第一、

船場小、手柄小第二、 
荒川小第二、糸引小第一、

糸引小第二、白浜小第二、

飾磨小第一、飾磨小第二、

津田小第二、 
英賀保小第二、 
広畑第二小第二、 
大津小第二、網干小第二、

網干西小、余部小、 
谷外小、花田小、別所小、

的形小 

安室東小、安室小、 
城陽小、高浜小第一、 
高浜小第二、八幡小、 
勝原小、御国野小 

中期 
(11 年～20年) 

― 

高岡西小、曽左小第一、

手柄小第一、荒川小第一、

津田小第一、 
英賀保小第一、 
広畑第二小第一、 
網干小第一、大塩小 

― 

長期 
(21 年以上) 

増位小、青山小第二、 
太市小、八木小、谷内小、

林田小、置塩小、古知小、

前之庄小、莇野小、 
上菅小、香呂南小 

城北小、峰相小、白鳥小、

東小、城東小、 
白浜小第一、広畑小、 
大津小第一、南大津小、

旭陽小、豊富小、四郷小、

菅生小、香呂小、中寺小、

安富南小 

白鷺小、大津茂小 

 

③ 児童センター、児童館 

利用度 
老朽度 

同種施設の利用者数の平均 

低（60％未満） 中（60％以上 140％未満） 高（140％以上） 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

― 
指飾磨、指広畑、指網干、

指東、指面白山 
― 

中期 
(11 年～20年) 

― 指灘 ― 

長期 
(21 年以上) 

指北、 
夢前ふれあいの館フレンデ、

坊勢児童館 
指安室、指東光 指宿泊型児童館 

指 ＝ 指定管理者制度導入施設  
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２ 今後の方向性 

就学前教育・保育施設 

「姫路市子ども・子育て支援事業計画」に基づき、提供体制は民間施設の拡充による確保

を主とし、必要に応じて公立施設の定員や施設数の減少を検討します。 
 
放課後児童クラブ 

当該施設は事業の性質上、小学校区ごとに必要であり、統廃合することが困難であるた

め、開設基準を下回った場合には、代替措置を検討します。 
 
児童センター、児童館 

利用状況や利用者層人口の地域ごとの分布等を勘案し、施設の機能再編について検討し

ます。 

 

３ 計画期間の取組み等 

⑴ 就学前教育・保育施設 

改築・更新

の考え方 

「姫路市子ども・子育て支援事業計画」の更新(H32)にあわせて、本計画の

計画期間前期に就学前教育・保育施設全体のあり方を検討します。 

また、幼保一体化を実施する場合には、設備運営基準並びに機能や地域の

実情を勘案しつつ、可能な限り現行の床面積以下となるよう施設のコンパク

ト化に努めます。 

管理運営の

考え方 

同一小学校区内に市立幼稚園と市立保育所がある場合は、施設改修にあわ

せて幼保一体化を検討し、一体化が可能な施設については、幼保連携型認定

こども園※22へ移行することによって運用面での経費削減を図ります。 
また、幼稚園においては、３歳児保育について、数園でモデル実施を行い、

導入に向けた検証を行うとともに、更なる統廃合の検討を行います。 

計画策定後

の取組み 
「姫路市子ども・子育て支援事業計画」の更新にあわせて、計画期間前期

に個別実施計画を策定します。 

 

⑵ 放課後児童クラブ 

改築・更新

の考え方 

計画期間内の市民ニーズの増加への対応については、過度な投資にならな

いよう学校施設の利用を促進するなど、資産の有効活用を図ることとしま

す。 

管理運営の

考え方 

地域の民間サービスの活用について、児童の生活環境や将来的な財政負担

などを総合的に勘案し、「姫路市子ども・子育て支援事業計画」の更新にあ

わせ、公立施設の整備と組みあわせて検討します。 

計画策定後

の取組み 
「姫路市子ども・子育て支援事業計画」の更新にあわせて、計画期間前期

に個別実施計画を策定します。 

 

※22
学校及び児童福祉施設としての法的位置づけを持つ単一の施設で、３歳以上の子どもに幼児期の学校教育と保育を一体的
に提供することが可能  
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⑶ 児童センター、児童館 

改築・更新

の考え方 

当分の間は現状水準を維持することとします。ただし、利用度が低く施設

の老朽化が進んでいる施設については、利用促進に向けた取り組みを進めつ

つ、児童センター等の機能再編を検討します。 

なお、夢前ふれあいの館フレンデについては、平成２７年度末で用途廃止

します。 

管理運営の

考え方 

現在、指定管理者制度導入施設については、同制度による効果に検証を加

え、より効率的かつ効果的な管理運営に努めます。また、市直営で運営して

いる宿泊型児童館の一部事業についても、市民サービスの向上と経費の削減

が見込まれるため、指定管理者制度の導入を検討します。 

計画策定後

の取組み 
計画期間前期に個別実施計画を策定します。 
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7-07 高齢者福祉施設 
 

１ 施設の現状 

⑴ 施設種別及び設置目的 

施設種別（施設数） 設 置 目 的 

老人福祉センター（3） 

各種相談に応じるとともに、健康の増進、教養の向上

及びレクリエーションのための便宜を総合的に供与す

るための施設として設置 高齢者交流施設（5） 

養護老人ホーム（1） 

 

社会福祉法第２条２項第３号に定める事業を行うこ

とにより、老人福祉法により入所措置を受けた者を入所

させ、その心身の健康の保持及び生活の安定を図るため

の施設として設置 

夢前福祉センター（1） 
市民の健康づくり及び高齢者の生きがいづくりを支

援するための施設として設置 

すこやかセンター（1） 
市民の健康づくり及び子育て並びに高齢者の生きが

いづくりを支援し、すこやかにいきいきと暮らせる社会

の形成を図るための施設として設置 

地域包括支援センター（10） 

高齢者が住み慣れた場所で生活を続けることができ

るように、介護・福祉・保健・医療などの相談に応じる

ほか、サービス提供を調整するなどのマネジメントを行

う地域包括ケアシステム※23 の中核機関の施設として設

置 

 

⑵ 施設の老朽度、利用度 

① 老人福祉センター、高齢者交流施設、夢前福祉センター、すこやかセンター 

利用度 
老朽度 

同種施設の利用者数の平均 

低（60％未満） 中（60％以上 140％未満） 高（140％以上） 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

― ― 指夢前福祉センター 

中期 
(11 年～20年)

家島真浦老人の家、 

家島坊勢老人の家、 

家島男鹿老人の家 

― 
指楽寿園、 

指すこやかセンター 

長期 
(21 年以上) 

家島宮老人の家、 

香寺いきがいセンター、

家島老人福祉センター 
香寺健康福祉センター ― 

指 ＝ 指定管理者制度導入施設 

 
※23

日常生活圏域内（概ね中学校区）において、医療・介護・予防・住まい・生活支援の５つのサービスが切れ目なく、有機的かつ
一体的に提供される体制のこと  

ふれあいの郷

楽寿園、家島老人福祉センター、

香寺健康福祉センター 

香寺いきがいセンター、 

老人の家(4) 



 

 

47 

第２章 各 論 

② 地域包括支援センター 

利用度 
老朽度 

同種施設の利用者数の平均 

低（60％未満） 中（60％以上 140％未満） 高（140％以上） 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

― 大白書、夢前 飾磨 

中期 
(11 年～20年) 

飾磨西 四郷・東、北、灘、広畑 ― 

長期 
(21 年以上) 

― 城乾・東光、網干 ― 

 

③ 養護老人ホーム（ふれあいの郷） 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間

短期 
(10年以下) 

― 

中期 
(11 年～20年) 

― 

長期 
(21 年以上) 

指ふれあいの郷 

指 ＝ 指定管理者制度導入施設 

 

２ 今後の方向性 

今後、少子高齢化により高齢者人口の増加が見込まれるため、現状維持を基本とします

が、利用者のニーズや各地域の状況の変化によっては、統廃合や再配置等を検討します。

 

３ 計画期間の取組み等 

改築・更新

の考え方 

老人福祉センター及び高齢者交流施設については、「姫路市生涯現役推進

計画」の更新(H32)にあわせて、施設のあり方を検討することとします。 

その他の施設については、フリカエリ評価を行ったうえで必要な改修を実

施し、施設機能の充実や長寿命化対策を図ります。 

管理運営の

考え方 

市直営施設については利用向上に取り組むとともに、管理運営費の削減、

エネルギーコストの軽減を図ります。 
指定管理者制度導入施設については、同制度による効果に検証を加え、よ

り効率的かつ効果的な管理運営に努めます。 
また、すこやかセンターは、利用者負担の適正化(料金改定)を検討するこ

ととします。 

計画策定後

の取組み 

老人福祉センター・高齢者交流施設 

「姫路市生涯現役推進計画」の更新にあわせて、計画期間前期に個別実施

計画を策定します。 

 

その他の施設 

自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 
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7-08 障害者福祉施設 
 

１ 施設の現状 

⑴ 施設種別及び設置目的 

施設種別（施設数） 設 置 目 的 

総合福祉通園センター（14） 障害のある人達のそれぞれのライフステージに必要

なサービスを提供し、障害のある人達が地域社会の中で

いきいきと生活できる支援を総合的に提供する施設と

して設置 

 
⑵ 施設の老朽度、利用度 

利用度 
老朽度 

同種施設の利用者数の平均 

低（60％未満） 中（60％以上 140％未満） 高（140％以上） 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

白鳥園、 
重度障害者活動支援セン

ター、 
指在宅障害者デイサービ

スルーム、 
指障害者やすらぎルーム 

つくし児童園、 
指かしのきの里、 
指書写障害者デイサービ

スセンター 

発達医療センター花北診

療所、 
指障害者体育館 

中期 
(11 年～20年)

指広畑障害者デイサービ

スセンター 
― ― 

長期 
(21 年以上) 

― 

指かしのき園、 
指かしのき園分場、 
指しいのみ園、 
指しらさぎ園 

― 

指 ＝ 指定管理者制度導入施設 

 
２ 今後の方向性 

施設の保有量及び最適配置は、「姫路市障害者福祉計画及び姫路市障害福祉計画」に基づ

き、障害者福祉サービスの需給の推移を勘案しつつ、地域団体や民間事業者との連携のあ

り方を含め、公立施設としてのあり方を検討することとします。 
また、成人棟の建替えにおいては、施設の統合及び事業の再編もあわせて実施すること

とします。 

 

３ 計画期間の取組み等 

改築・更新

の考え方 

「姫路市障害者福祉計画及び姫路市障害福祉計画」に基づき、施設のあり

方を検討します。また、移転新築する成人棟については施設の統合を行うと

ともに、現在の施設の跡地は駐車場に転用します。 

管理運営の

考え方 

管理運営については、施設需要の推移を勘案し、定員設定並びに職員配置

について検討することによって、コストの適正化に努めます。 
また、指定管理者制度導入施設については、同制度による効果に検証を加

え、より効率的かつ効果的な管理運営に努めます。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 

  

児童施設(5)、成人施設(5)、 

医療施設、体育館、 

デイサービスセンター(2) 
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7-09 産業振興施設 
 

１ 施設の現状 

⑴ 施設種別及び設置目的 

施設種別（施設数） 設 置 目 的 

農業振興センター（1） 
農業園芸技術の指導、花き類等の生産、配布、展示、

試験栽培や収集・保存を行う施設として設置 

卸売市場（1） 
生鮮食料品等の取引の適正化並びにその生産及び流

通の円滑化を図り、もって市民等の生活の安定に資する

ための施設として設置 

その他施設（26） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

家島港ふれあいプラザ 

家島港のターミナル機能の充実、地域資源の活用及び

観光、地域の振興を図るための施設として設置 
 
書写山観光施設 

書写山山上へロープウェイによる輸送を行い、交通の

利便を図るための施設として設置 
 
観光案内所 

姫路を訪れる国内外の観光客が安心して快適に観光

を行えるよう、交通機関や観光地などを適切に案内する

施設として設置 
 
姫路城西御屋敷跡庭園好古園 

姫路城を中心とする史跡地に相応しい庭園として設

置 
 
茶室鷺庵 

姫路市市賓を接遇するため及び一般茶道愛好者の使

用に供する施設として設置 

 
便益施設（シロトピア公園、家老屋敷跡公園） 

姫路城及び姫路公園を訪れる観光客や市民に対し、サ

ービス・利便性向上を図るための施設として設置 
 
レストハウス 

姫路城への観光客等の休憩、観光案内、トイレ機能を

備えた施設として設置 
 
農業用倉庫 

地域改善対策事業に係る農業用共同作業所、農用機械

保管施設等として設置 
 
姫路みなとドーム 

スポーツ・レクリエーションや展示会、各種イベント

にも利用できる場を提供し、姫路港の活性化を図るため

の施設として設置 

  

家島港ふれあいプラザ、 

書写山観光施設、観光案内所、

姫路城西御屋敷跡庭園好古園、

茶室鷺庵、 

便益施設〔シロトピア公園、家

老屋敷跡公園〕(2)、 

レストハウス、 

農業用倉庫(17)、 

姫路みなとドーム 
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⑵ 施設の老朽度 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

家島港ふれあいプラザ、観光案内所、レストハウス、農業振興センター 

中期 
(11 年～20年)

便益施設〔家老屋敷跡公園〕、指姫路みなとドーム 

長期 
(21 年以上) 

指書写山観光施設、指姫路城西御屋敷跡庭園好古園、茶室鷺庵、 

便益施設〔シロトピア公園〕、農業用倉庫(17)、中央卸売市場 

指 ＝ 指定管理者制度導入施設 

 

２ 今後の方向性 

農業振興センター 

本市の農業振興・地域緑化の拠点的役割を担うため、機能の更なる充実を図ります。 
 
卸売市場 

「姫路市中央卸売市場経営戦略」及び「姫路市中央卸売市場整備基本計画」に基づき、市

場の整備を検討します。 
 
その他施設 

利用者の減少が見込まれる施設は、改修・更新にあわせて存廃を検討します。 
その他の施設については、長寿命化を実施することにより施設の維持、機能向上を図り

ます。 

 

３ 計画期間の取組み等 

⑴ 農業振興センター 

改築・更新

の考え方 
管理棟については平成２６年度に大規模改修が終了しているため、今後

は、利用度を向上させるために機能充実を図ることとします。 

管理運営の

考え方 

今後、施設の役割や県及び関係団体との機能の分担や連携について、方向

性を明確化したうえで、指定管理者制度を含めたＰＰＰ手法の導入を検討し

ます。また、エネルギーコストを軽減させるために、省エネ設備の導入を推

進します。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 

 

⑵ 中央卸売市場 

改築・更新

の考え方 
国が定める施設規模算定基準をもとに、現施設の課題や将来展望、事業者

の意向等を踏まえつつ、現有面積を超えない規模で施設の整備を行います。

管理運営の

考え方 

市場管理運営費の削減と市場活性化に向けて、指定管理者制度を含めたＰ

ＰＰ手法の導入を検討します。また、エネルギーコストを軽減させるために、

省エネ設備の導入を検討します。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 

  



 

 

51 

第２章 各 論 

⑶ その他施設 

改築・更新

の考え方 

利用状況の低迷が続く施設については、期限を定めて対策を講じたうえで、

なお利用度が向上しない場合には、統廃合や転用等を検討することとします。

その他の施設については必要な改修を実施し、施設機能の充実や長寿命化対

策を図り、施設の維持に努めることとします。 

管理運営の

考え方 

指定管理者制度導入施設については、同制度による効果に検証を加え、より

効率的かつ効果的な管理運営に努めます。 
また、エネルギーコストを軽減させるために省エネ設備の導入を検討すると

ともに、施設の利用を促進するために設備や安全面の質の向上に取り組みま

す。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 
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7-10 市営住宅等 
 

１ 施設の現状 

⑴ 施設種別及び設置目的 

施設種別（施設数） 設 置 目 的 

市営住宅等（75） 

〔75 団地 325 棟〕 

健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、こ

れを住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で

賃貸することにより、国民生活の安定と社会福祉の増進

に寄与することを目的として設置 

 

⑵ 施設の老朽度、利用度 

入居率 
老朽度 

同種施設の入居率 

低（48.4％未満） 中（48.4％以上 80.6％未満） 高（80.6％以上） 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

江鮒 

網干西、市川、伊伝居、

上野、上手野、京口、 
勅旨、勅旨第二、手柄、

砥堀東、中河原 

英賀、岩端、江鮒第二、

大塩、上鈴、実法寺、 
庄田、城東町、杤原、 
砥堀、中島、西御着、 
花北、別所、北条、 
丸尾町、瑞岡、見野、 
余部 

中期 
(11 年～20年)

家島中山 
市之郷、上手野第二、 
堀川町 

英賀保、勝原、書写西、

書写東、清水谷、下構、

高岡北、塚本、津熊、 
天神、中鈴、西蒲田、 
浜田、東阿保、福井、 
保城、向山、妻鹿、六角

長期 
(21 年以上) 

神屋寮、唐端、書写美濃

山、豊岡 

小川、高木、豊国第一、

豊国第二、土師、日の出、

日和山、豊沢 

網干新在家、 
安志才ノ元、蒲田、小坂、

白浜南、船越、本郷、 
北条北、皆河 

※ 全住宅の入居率の平均値 ＝ 80.6％ 

 

２ 今後の方向性 

今後の人口減少傾向等を踏まえると新たに住宅を建設して供給量を増やす必要はないと

見込まれるため、将来の必要戸数を確保するための更新(既存住宅の建替、集約、改修)を

実施することとします。 
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３ 計画期間の取組み等 

改築・更新

の考え方 

「姫路市公営住宅等長寿命化計画」で目標とする最適な管理戸数(6,305 戸

から 5,800 戸〔H37〕)に向け縮減を図ります。 

改築更新にあたっては、昭和４０年代以降に建設された中層耐火構造建築

の団地・住棟で、立地条件や敷地条件等から高度利用が可能である住棟を建

替候補とします。 

また、耐用年限を経過しておらず、構造躯体を残しての改善や建物各部の

個別改善により良好な住環境が得られると判断される団地・住棟については

改善することとし、既設のままで充分な住環境が得られると判断される団

地・住棟は適切な維持管理に取り組みます。 

更に、耐用年限を経過しており、立地条件や敷地条件等から高度利用の必

要性や可能性が低いと判断される団地・住棟については、用途を廃止し、跡

地の利用を検討します。 

管理運営の

考え方 

指定管理者制度の導入を検討した結果、大幅な経費の削減等が見込めなか

ったため、当分の間は市直営での管理運営を行いますが、今後も適切な管理

方法についての検討を継続します。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 
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7-11 学校施設 
 

１ 施設の現状 

⑴ 施設種別及び設置目的 

施設種別（施設数） 設 置 目 的 

小学校（69） 
心身の発達に応じて、義務教育として行われる普通教

育のうち基礎的なものを施すために設置 

中学校（35） 
小学校における教育の基礎の上に、心身の発達に応じ

て、義務教育として行われる普通教育を施すために設置

高等学校（3） 
中学校における教育の基礎の上に、心身の発達及び進

路に応じて、高度な普通教育及び専門教育を施すために

設置 

特別支援学校(1) 

市内に居住する学齢児童又は生徒のうち肢体不自由

者であって、障害が学校教育法施行令第２２条の３に定

める程度のものに対して、小学校、中学校又は高等学校

に準ずる教育を施すとともに、障害による学習上又は生

活上の困難を克服し自立を図るために必要な知識技能

を授けるために設置 

その他施設（3） 

 

 

 

学校給食センター〔家島、夢前〕 

編入前の家島町、夢前町及び安富町の区域内に所在す

る小学校、中学校及び幼稚園における給食業務を効率的

かつ能率的に実施するために設置 
 
総合教育センター 

本市の教育の充実と振興を図るために設置 

 

⑵ 施設の老朽度、利用度 

① 小学校 

利用度 
老朽度 

同種施設の利用者数の平均 

低（60％未満） 中（60％以上 140％未満） 高（140％以上） 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

谷内、家島、置塩 増位、峰相、豊富、中寺 白鷺、津田、勝原 

中期 
(11 年～20年)

野里、太市、八木、妻鹿、

安富南 

城西、白鳥、東、城陽、

手柄、網干、網干西、 
旭陽、四郷、香呂 

安室東、糸引、高浜、 
飾磨、広畑第二 

長期 
(21 年以上) 

広畑、南大津、船津、 
山田、林田、伊勢、坊勢、

古知、前之庄、莇野、 
上菅、香呂南、安富北 

砥堀、水上、城北、城乾、

高岡、高岡西、青山、 
城東、船場、大津茂、 
余部、谷外、花田、 
御国野、別所、的形、 
大塩、菅生 

広峰、安室、曽左、荒川、

白浜、英賀保、八幡、 
大津 

  

学校給食センター〔家島、夢前〕

(2)、 

総合教育センター 
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② 中学校 

利用度 
老朽度 

同種施設の利用者数の平均 

低（60％未満） 中（60％以上 140％未満） 高（140％以上） 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

白鷺、神南、家島、坊勢、

安富 
増位、大的 朝日 

中期 
(11 年～20年) 

城乾、四郷、置塩 
飾磨中部、豊富、東、 
香寺 

安室、広畑 

長期 
(21 年以上) 

城山、花田、林田、鹿谷、

菅野 

広嶺、高丘、書写、 
大白書、東光、琴陵、 
飾磨東、夢前、網干 

山陽、灘、飾磨西、大津

 

③ 高等学校 

利用度 
老朽度 

同種施設の利用者数の平均 

低（60％未満） 中（60％以上 140％未満） 高（140％以上） 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間

短期 
(10年以下) 

― ― ― 

中期 
(11 年～20年) 

― 飾磨 ― 

長期 
(21 年以上) 

― 姫路、琴丘 ― 

 

④ 特別支援学校、その他施設 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間

短期 
(10年以下) 

書写養護学校、家島学校給食センター、夢前学校給食センター、総合教育センター

中期 
(11 年～20年) 

― 

長期 
(21 年以上) 

― 

 

２ 今後の方向性 

小学校及び中学校 

平成２７年１月に文部科学省が策定した「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等

に関する手引」等を参考に、小学校及び中学校の適正規模・適正配置を検討します。 
 
高等学校 

兵庫県教育委員会と連携し、第４学区※24全体で県立高等学校も含めた最適配置を検討し

ます。 
 
特別支援学校 

肢体不自由児が学べる市内唯一の特別支援学校であり、かつ、平成２０年度に大規模改

修を行っていることから、当面は現状を維持することとします。 

 
※24

平成２７年度入試から、公立高等学校全日制の普通科と総合学科における通学区域を１６学区から５学区に変更（第４学区：
姫路市、市川町、福崎町、神河町、相生市、赤穂市、宍粟市、たつの市、太子町、上郡町、佐用町の２２校） 
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その他施設 

給食センターについては、平成２６年３月に策定した「姫路市学校給食推進基本方針」

に基づき、現施設を維持したうえで中学校給食及び旧姫路市域及び旧香寺町域の小学校給

食を実施するための給食センターを新たに整備することとします。 

総合教育センターについては、本市教育の拠点施設であるため、現状水準を維持するこ

ととします。 

 

３ 計画期間の取組み等 

⑴ 小学校及び中学校 

改築・更新

の考え方 
空き教室の転用を推進するとともに、校舎の建替や大規模改修時等に可能

な限り減築による施設のコンパクト化を図ります。 

管理運営の

考え方 
電力調達に係る情勢や効果を見極めながら電力入札の実施を検討すると

ともに、維持管理経費の軽減を図ります。 

計画策定後

の取組み 
「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引(平成２７年１

月文部科学省策定)」等を参考に、計画期間内に個別実施計画を策定します。

 

⑵ 高等学校 

改築・更新

の考え方 
生徒数の大幅な減少が見込まれる場合は、改修時にあわせて減築による施

設のコンパクト化を検討します。 

管理運営の

考え方 
電力調達に係る情勢や効果を見極めながら電力入札の実施を検討すると

ともに、維持管理経費の軽減を図ります。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 

 

⑶ 特別支援学校 

改築・更新

の考え方 
肢体不自由児が学べる市内唯一の特別支援学校であり、かつ、平成２０年

度に大規模改修を行っていることから、当面は現状を維持します。 

管理運営の

考え方 

電力調達に係る情勢や効果を見極めながら電力入札の実施を検討すると

ともに、維持管理経費の軽減を図ります。また、県に対して支援措置を要望

します。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 
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⑷ その他施設 

改築・更新

の考え方 

給食センターについては、適切な保守・点検による施設の長寿命化を図る

こととします。 

総合教育センターについては、当該施設が旧城巽小学校校舎を再利用し、

改修を行うことで、教育研究所、教育相談センター及び少年愛護センターの

３施設を統合した施設として発足したものであり、旧城巽小学校は、複数回

にわたり増築を行っているため、建築年が本館で昭和３８年から昭和５６年

まで１９年程度の幅があることから、長寿命化改修や更新を適切な時期に行

うこととします。 

管理運営の

考え方 

給食センターについては、既存施設の調理等業務を民間事業者に委託する

ことにより民間事業者のノウハウを活用した経費の削減を図っており、今後

も継続します。新設する施設については、ＤＢＯ※25 方式等の手法を用いた

施設設置・運営を実施し、民間事業者のノウハウを活用します。 
総合教育センターについては、電力調達に係る情勢や効果を見極めながら

電力入札の実施を検討するとともに、維持管理経費の軽減を図ります。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
※25

ＰＦＩの一種で、公共が資金調達を負担し、公共施設等の設計(Design)、建設(Build)及び運営(Operate)を民間に委託すること
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7-12 博物館系施設 
 

１ 施設の現状 

⑴ 施設種別及び設置目的 

施設種別（施設数） 設 置 目 的 

博物館系施設（9） 

歴史、芸術、民俗、産業、自然科学等に関する資料を

収集し、保管し、展示して教育的配慮の下に一般公衆の

利用に供し、その教養、調査研究、レクリエーション等

に資するために必要な事業を行い、あわせてこれらの資

料に関する調査研究をするために設置 

 

⑵ 施設の老朽度、利用度 

利用度 
老朽度 

同種施設の利用者数の平均 

低（60％未満） 中（60％以上 140％未満） 高（140％以上） 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間

短期 
(10年以下) 

姫路文学館、 
埋蔵文化財センター 

美術館、美術館収蔵庫 水族館、姫路科学館 

中期 
(11 年～20年)

― ― ― 

長期 
(21 年以上) 

指手柄山温室植物園、 
書写の里・美術工芸館 

― 動物園 

指 ＝ 指定管理者制度導入施設 

 

２ 今後の方向性 

動物園 

「特別史跡姫路城跡整備基本計画」(H23～H32)に基づき、同計画の最終年度である平成３

２年度を目途に、特別史跡の指定区域からの移転等について、市民サービスの向上及び文

化財の保護、観光振興の視点に留意しつつ検討することとします。 
 
手柄山温室植物園 

文化センター移転後の跡地に、緑の相談所との統合を検討します。 
 
水族館、姫路科学館 

全市的な施設で、かつ、全世代を利用者とする施設であり、施設規模を維持し機能の更

なる充実を図ります。 
 
美術館及び美術館収蔵庫 

美術館は国の登録有形文化財※26に登録されており、また「特別史跡姫路城跡」に位置し

ていることから、文化財としての保存と美術館としての機能保持を考慮しながら改修を行

います。 

美術館収蔵庫は美術館と一体の施設として必置であり、今後も維持に努めます。 
 
姫路文学館 

平成２２年度に開催された「姫路市立姫路文学館のあり方に関する検討会」の提言等を

踏まえ、平成２７年度から展示リニューアルを実施しています。リニューアル後は公開承

認施設※27としての認定を目指します。 

 

※26 
文化財登録制度に基づき文化財登録原簿に登録された、有形文化財のこと

 

※27
博物館や美術館などの国宝・重要文化財の所有者以外の者が、文化財を公開する際に、文化財の公開に適した施設として、
予め文化庁長官の承認を受けた施設  
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書写の里・美術工芸館 

地域に伝わる伝統文化の継承と活用の拠点施設であるため、現状を維持し、収集した資

料の保管方法を検討します。 
 

埋蔵文化財センター 

全市域における発掘調査出土品を一括して収蔵する施設であるため、現状を維持します。

 

３ 計画期間の取組み等 

⑴ 動物園 

改築・更新

の考え方 

当面は現状の運営を続け、平成３２年度を目途に、再度、動物園のあり方

について市民サービスの向上及び文化財の保護、観光振興の視点に留意し、

十分な市民論議を踏まえたうえで具体的に検討します。 

管理運営の

考え方 

現在、施設の管理運営については市直営となってはいるものの、夜間常駐

警備、窓口受付業務、園内清掃業務などの一部の業務を委託し、業務経費の

削減に努めています。今後についても、業務委託及び指定管理者制度の導入

も視野に入れながら、効率的な運営に努める必要があるものの、再度、動物

園の存続、移転、廃止について具体的に検討することとなるため、管理運営

の効率化についても同時期に検討することとします。 

計画策定後

の取組み 
「特別史跡姫路城跡整備基本計画」の計画期間(H23～H32)にあわせて、計

画期間前期に個別実施計画を策定します。 

 

⑵ 手柄山温室植物園 

改築・更新

の考え方 
緑の相談所との統合を検討します。 

管理運営の

考え方 

緑の相談所との統合により、管理運営の効率化と利用者の利便性の向上を

図ります。また、生物多様性※28 の維持の面からも今後は、調査、研究、啓

発及び学習の機能を強化していきます。 

計画策定後

の取組み 
現在検討中の「手柄山中央公園整備方針」の進捗とあわせて、計画期間後

期に個別実施計画を策定します。 

 

⑶ 水族館 

改築・更新

の考え方 

当該施設は平成２１年度から平成２３年度にかけて耐震化を含めた大規

模改修を行いました。今後は、部分的な劣化の早期発見と補修に取り組みま

す。 

管理運営の

考え方 

学校教育との連携施設でもあることを考慮して、引き続き市直営で管理運

営を行うこととします。照明のＬＥＤ化や空調の適正使用による節電及びボ

イラーの調整による重油使用量の削減等に取り組み、維持管理経費の削減に

努めます。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 

 
※28

多くの生きものがいること、それらが様々な環境で繋がり合って生きていること  
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⑷ 姫路科学館 

改築・更新

の考え方 

平成２７年度及び２８年度における改修により、外壁補修と空調設備の更

新を行い、一層の省エネ化、バリアフリー化を推進するとともに、建物全体

の長寿命化を図ります。 

管理運営の

考え方 

学校教育との連携補完施設であることを考慮して、引き続き市直営で管理

運営を行うこととします。現在も、総合管理契約を分割発注し経費節減に努

めていますが、平成２７年度から受付業務を委託していることも含め、館全

体の運営の最適化について引き続き検討します。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 

 

⑸ 美術館及び美術館収蔵庫 

改築・更新

の考え方 

美術館については、文化財としての保存と美術館としての機能保持を考慮

しながら、計画的に改修を行っていくこととします。 

美術館収蔵庫については、空調等基本的な設備を老朽化したものから順次

改修整備し、施設の延命を図ります。 

管理運営の

考え方 

高い収益性を求める施設ではないので、民間の資金やノウハウ等の活用に

はなじまない施設であり、今後も、市直営で管理運営していくこととします。

また、管理委託の内容の見直しや節電等に努め、維持管理経費の削減を図り

ます。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 

 

⑹ 姫路文学館 

改築・更新

の考え方 
施設改修工事によりＬＥＤ※29 化や断熱材使用による熱効率の向上、更に

省エネタイプの機器導入など進め、維持管理経費の削減に努めます。 

管理運営の

考え方 

収集した資料や古書、市民から寄贈された書物などを後世に保存する業務

を着実に行いつつ、利用者層の拡大に向け魅力ある展示展開を進めながら、

学校教育の中でも利用できるような仕組みづくりを検討します。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 

 

⑺ 書写の里・美術工芸館 

改築・更新

の考え方 
施設設置後、相当期間を経過しているため、フリカエリ評価を実施したう

えで、大規模改修や展示リニューアルの実施を検討します。 

管理運営の

考え方 
指定管理者制度の導入や電力入札の実施による維持管理経費の削減を検

討します。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 

 

※29
発光ダイオード(Light Emitting Diode)と呼ばれる半導体素子のことで、従来の白熱電球よりも高効率なので、高い省エネルギ
ー性能を発揮することが可能  



 

 

61 

第２章 各 論 

⑻ 埋蔵文化財センター 

改築・更新

の考え方 
発掘調査出土品の収蔵施設としての機能を十分に果たすために、収蔵スペ

ースの確保策を検討します。 

管理運営の

考え方 

緊急発掘調査等は、文化財保護法に基づく行政目的で実施されるものであ

り、地方公共団体が主体となるべき性格を有するため市直営を維持します。

また、市内の埋蔵文化財の調査・研究・保存管理等の拠点施設としての役

割に加え、隣接する宮山古墳との一体的な利活用を目指し、機能の更なる充

実を図ります。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 
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7-13 図書館 
 

１ 施設の現状 

⑴ 施設種別及び設置目的 

施設種別（施設数） 設 置 目 的 

図書館（15） 
図書館法の精神に基づき、その目的を達成するために

各種の事業を行うために設置 

 

⑵ 施設の老朽度、利用度 

利用度 
老朽度 

同種施設の利用者数の平均 

低（60％未満） 中（60％以上 140％未満） 高（140％以上） 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

家島、夢前、飾磨 香寺、安室 ― 

中期 
(11 年～20年)

安富 東 ― 

長期 
(21 年以上) 

東光 
花北、網干、青山、白浜、

手柄 
城内、広畑 

※ 飾磨分館は工事のため９カ月休館しており、例年より利用者数が少なくなっています。 

 

２ 今後の方向性 

身近な「知の拠点」として現状の配置を維持しますが、指定管理者制度の導入を行った

場合の効果の検証とあわせ、今後の図書館全体のあり方を検討します。 

 

３ 計画期間の取組み等 

改築・更新

の考え方 
老朽化が進んでいる施設は、改修により長寿命化に取り組みます。 

管理運営の

考え方 

ホールを併設している分館(飾磨、広畑、網干及び安富)への指定管理者制

度の導入を検討し、管理運営の効率化と図書館及びホールの利用度の向上を

図ります。 

また、平成２７年１１月から実施されている播磨圏域連携協約※30 による

図書館の相互利用において、他市町の図書館との連携を強化します。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 

 

 
 

 
※30

播磨圏域の市・町がそれぞれ姫路市（連携中枢都市）と、対等協力の立場で「連携中枢都市圏構想」を進めるために結ぶ協
約  
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7-14 野外活動施設 
 

１ 施設の現状 

⑴ 施設種別及び設置目的 

施設種別（施設数） 設 置 目 的 

野外活動センター（3） 

集団宿泊生活を通して自律、協同、友愛及び奉仕の尊

さを体験的に学習させることで、心身ともに青少年の健

全な育成を図るために設置 

キャンプ場（4） 
キャンプによる共同生活を通じて、心身ともに健全な

青少年の育成を図るために設置 

グリーンステーション鹿ケ壺 

（1） 

豊かな自然環境の中での体験活動を通して、心身とも

に健全な青少年の育成を図るために設置 

 

⑵ 施設の老朽度、利用度 

利用度 
老朽度 

同種施設の利用者数の平均 

低（60％未満） 中（60％以上 140％未満） 高（140％以上） 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

― 梯野外活動センター ― 

中期 
(11 年～20年) 

引原野外活動センター、 
太尾キャンプ場 

藤ノ木山野外活動センタ

ー 
― 

長期 
(21 年以上) 

指そうめん滝キャンプ場、

牧野キャンプ場、 
福泊キャンプ場 

― 
指グリーンステーション

鹿ケ壺 

指 ＝ 指定管理者制度導入施設 

 

２ 今後の方向性 

野外活動センター、キャンプ場 

少子化の進行に伴い施設需要も低下すると見込まれることから、廃止を含め施設の見直

しを検討します。 
 
グリーンステーション鹿ケ壺 

施設の設置目的を地域振興施設又は観光施設として変更することを検討します。 

 

３ 計画期間の取組み等 

改築・更新

の考え方 

野外活動センター及びキャンプ場については、現状水準からの縮小を検討

します。 

グリーンステーション鹿ケ壺については現状水準を維持し、適切な時期に

改修等を実施することとします。 

管理運営の

考え方 

野外活動センター及びキャンプ場については、利用度が低い施設を廃止

し、他施設の充実を図るとともに管理運営の効率化を図ります。 
グリーンステーション鹿ケ壺については、指定管理者制度による効果に検

証を加え、より効率的かつ効果的な管理運営に努めます。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 
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7-15 教育等施設 
 

１ 施設の現状 

⑴ 施設種別及び設置目的 

施設種別（施設数） 設 置 目 的 

生涯学習大学校（1） 
社会人に生涯教育の場を提供し、知識・教養・技能の

かん養を図り、住民の福祉と地域社会の活性化に資する

施設として設置 

好古学園大学校【本校舎・第２

校舎】（1） 
高齢者に学習の場を提供し、生きがいと社会参加の確

保を図る施設として設置 

網干環境楽習センター（1） 

廃棄物の発生の抑制、再使用及び再生利用について体

験し、楽しく学ぶことを通じて、環境への負荷の低減に

関する市民意識の向上及び市民の自主的な活動を促進

するために設置 

伊勢自然の里・環境学習センタ

ー（1） 

良好な里の自然環境の中で、自然体験を通じて環境の

保全についての理解と関心を深め、もって市民の環境の

保全に関する自発的な活動を推進するために設置 

平和資料館（1） 
戦争の惨禍と平和の尊さを後世に伝えることにより

平和に対する意識の高揚を図り、平和な社会の発展に寄

与する施設として設置 

水道資料館・水の館（1） 

市民に親しまれる水道を目指すために水道事業に対

して理解と認識を深めてもらい、水の大切さ・水の不思

議さを学び、姫路の水道の足跡や将来のあり方を考えて

もらう場として設置 

青少年センター（1） 
青少年に対して幅広い活動と交流のできる機会を提

供するとともに、青少年の健全育成活動の啓発を行うこ

とにより、青少年の健全な育成を図るために設置 

日本城郭研究センター（1） 
姫路城を中心とした全国の城郭の調査研究、資料収集

を行うために設置 

 

⑵ 施設の老朽度 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

好古学園大学校、指網干環境楽習センター、生涯学習大学校 

中期 
(11 年～20年)

青少年センター、伊勢自然の里・環境学習センター、平和資料館、 
水道資料館・水の館 

長期 
(21 年以上) 

日本城郭研究センター 

指 ＝ 指定管理者制度導入施設  
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２ 今後の方向性 

生涯学習大学校、好古学園大学校【本校舎・第２校舎】 

「生涯学習大学校・好古学園大学校のあり方に関する検討調査」(H24)の結果に基づき、

両校の機能と役割を明確にしたうえで、施設運営の効率化と生涯学習に対する多様なニー

ズを踏まえ、統合も視野に入れた施設の運営体制を検討します。 
 
網干環境楽習センター 

当該施設は、エコパークあぼしと一体不可分であるため、保有量や配置についてもエコ

パークあぼしと一体的に検討します。 
 
伊勢自然の里・環境学習センター 

市民が多様な生物と共存し、自然からの恩恵を将来にわたって持続的に享受できるよう、

生物多様性に関する施策を総合的、計画的に推進するための拠点施設として、現状の規模、

配置を維持します。 
 
平和資料館 

戦争の惨禍や平和の尊さを後世に伝える拠点施設であるため、施設の規模は現状のまま

で機能の充実を図ります。 
 
水道資料館・水の館 

甲山浄水場の大規模改修(H32～H37)にあわせて、当該施設の廃止を検討します。 
 
青少年センター 

本市の青少年教育施設の拠点であるため、機能は維持しつつ少子化の状況を見極めて、

最適な規模を検討します。 
 
日本城郭研究センター 

姫路城を中心とした全国の城郭の調査研究、資料収集を行うための施設であり、現状の

機能を維持します。 

 

３ 計画期間の取組み等 

⑴ 生涯学習大学校、好古学園大学校【本校舎・第２校舎】 

改築・更新

の考え方 
生涯学習大学校及び好古学園大学校に対するニーズを整理し、統合も含め

た運営形態のあり方を検討します。 

管理運営の

考え方 
運営の効率化、維持管理経費の削減に努めるとともに、運営形態について

民間活力の活用の導入を検討します。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 

 

⑵ 網干環境楽習センター 

改築・更新

の考え方 
現状の規模・配置を維持することとします。 

管理運営の

考え方 

当該施設は指定管理者制度による運営を行っており、管理運営の効率化が

図られていることから、同制度による管理運営を継続し、より効率的かつ効

果的な管理運営に努めます。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 
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⑶ 伊勢自然の里・環境学習センター 

改築・更新

の考え方 
平成２８年策定予定の生物多様性地域戦略において、当該施設が果たすべ

き役割を明示し、必要な改修を実施することとします。 

管理運営の

考え方 
当該施設の管理運営は既に十分効率化されているため、今後は、地域戦略

を実現するための機能充実を図ります。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 

 

⑷ 平和資料館 

改築・更新

の考え方 
慰霊塔とあわせて市の平和学習に関する拠点施設であるため、長寿命化に

より施設の維持と機能向上に努めます。 

管理運営の

考え方 
利用向上に取り組むとともに、管理運営費の削減、エネルギーコストの軽

減を図ります。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 

 

⑸ 水道資料館・水の館 

改築・更新

の考え方 
施設の老朽化が進んでいるほか、同敷地内の甲山浄水場の耐震化工事を行

うための整備用地が必要であることから、施設の廃止を検討します。 

管理運営の

考え方 
運営の効率化、維持管理経費の削減に努めます。 

計画策定後

の取組み 
「水」の学習のため、施設廃止後の代替見学ルートの整備検討及びソフト

事業の充実に取り組みます。 

 

⑹ 青少年センター 

改築・更新

の考え方 
市民会館の個別実施計画にあわせて、施設の規模や配置を検討することと

します。 

管理運営の

考え方 

当該施設の利用対象者は２９歳以下の青少年ですが、現在の主な利用者は

高校生であるため、今後は、高校生以外の利用促進を図り、多世代の交流促

進を図ります。 

計画策定後

の取組み 
市民会館とあわせて、計画期間後期に個別実施計画を策定します。 
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⑺ 日本城郭研究センター 

改築・更新

の考え方 

増加する収集資料で保管倉庫が手狭になっており、史料を公開する場所が

無いため、センター内の配置を見直すことによって現有施設の活用を図りま

す。 

管理運営の

考え方 
当分の間は現在の市直営による管理運営を継続し、センター内の配置の見

直しにあわせて、最適な管理運営手法を検討します。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 
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7-16 庁舎系施設 
 

１ 施設の現状 

⑴ 施設種別及び設置目的 

施設種別（施設数） 設 置 目 的 

庁舎（2） 本市の事務の用に供するために設置 

地域事務所（4）、支所（5）、 

駅前市役所（1）、出張所（6）、

サービスセンター（11） 

地域事務所、サービスセンター 

合併後の住民生活に急激な変化を来さないための施

設として設置 
 
支所、駅前市役所、出張所、サービスセンター 

住民関係の諸証明の受付、交付の窓口を拡張し、市民

の利便向上を図るための施設として設置 

その他施設（15） 

 

 

 

 

 

 

夢前ケーブルテレビネットワーク施設 

地域の情報を提供することにより地域の活性化を図

るとともに、高度情報化社会に適応した住みよいまちづ

くりを推進する施設として設置 
 
北部美化事務所車庫、香寺環境センター 

ごみ収集車の車庫等として設置 
 
観光事務所 

観光関連事務を行うために設置 
 
姫路城管理事務所 

姫路城の管理及び入城者の料金徴収、管理、姫路城資

料の展示のために設置 
 
迎賓館 

姫路市の賓客を接遇するために設置 
 
各種倉庫 

物品、備品を保管する施設として設置 
 
教職員住宅 

家島地域に勤務する教職員及び外国語講師のための

住居として設置 

 

⑵ 施設の老朽度、利用度 

① 地域事務所、支所、駅前市役所、出張所、サービスセンター 

利用度 
老朽度 

同種施設の利用者数の平均 

低（60％未満） 中（60％以上 140％未満） 高（140％以上） 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

家島事務所、的形ＳＣ、
大塩ＳＣ 

夢前事務所、 
安富事務所、坊勢ＳＣ、
菅野ＳＣ、西出張所、 
東出張所、花の北ＳＣ、
高岡ＳＣ 

香寺事務所、飾磨支所 

中期 
(11 年～20年)

飾東出張所、北出張所、
船山出張所、城乾ＳＣ 

安室ＳＣ 広畑支所、網干支所 

長期 
(21 年以上) 

林田出張所、妻鹿ＳＣ、
勝原ＳＣ 

置塩ＳＣ、中央支所、 
白浜支所 ― 

ＳＣ ＝「サービスセンター」の略 ／ ※ 駅前市役所は民間施設内に設置のため対象外 

  

夢前ケーブルテレビネットワー

ク施設、 

北部美化事務所車庫、 

香寺環境センター、 

観光事務所(3)、 

姫路城管理事務所、迎賓館、 

各種倉庫(4)、教職員住宅(3) 
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② 庁舎、その他施設 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

本庁舎(本館、東館、南別館)、指夢前ケーブルテレビネットワーク施設、 

北部美化事務所車庫、香寺環境センター、迎賓館、小網手教職員住宅、 

坊勢教職員住宅 

中期 
(11 年～20年) 

姫路城管理事務所、しらさぎレジデンス 

長期 
(21 年以上) 

本庁舎(北別館)、観光事務所、各種倉庫 

指 ＝ 指定管理者制度導入施設 

 

２ 今後の方向性 

本庁舎 

慢性的な会議室の不足に加え、事務事業の多様化に伴う執務室の狭小化が進んでいるこ

とから、倉庫等の必要性を見極めながらスペースの確保、保有量の維持に努めます。 
 

地域事務所 

合併後１０年経過に伴い、機能の見直しを実施します。 
 

支所、駅前市役所、出張所、サービスセンター 

現在の各出先事務所の長寿命化を図りつつ、効果的な出先機能のあり方を検討します。

 

その他施設 

存続が必要な施設については、長寿命化により施設の維持、機能向上を図ります。 

 

３ 計画期間の取組み等 

⑴ 本庁舎 

改築・更新

の考え方 

本館・東館・南別館については、平成２６年度に設備更新を中心とした大

規模改修を行いましたが、今後は、北別館も含め定期的な点検を実施するな

ど予防保全に努め、設備等の老朽化・劣化等の対策を講じることとします。

管理運営の

考え方 

北別館への電力入札を検討し、光熱費の縮減に取り組みます。(本館・東

館は導入済〔H27.10～〕、南別館は効果が期待できないため未実施)また、自

由化が予定されているガスについても入札の導入を検討し、維持管理経費の

縮減に努めます。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 
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⑵ 地域事務所、サービスセンター 

改築・更新

の考え方 

地域事務所については、合併後１０年経過に伴い、平成２８年度から夢前、

香寺、安富事務所を支所と同等の機能へ見直します。また、家島事務所につ

いては地域特性を考慮し、現在の機能を存続することとします。 

また、支所等とあわせて、マイナンバー制度の運用後の利用状況等を踏ま

え再配置を検討します。検討の結果、施設を存続させる場合には、長寿命化

を実施することとします。 

管理運営の

考え方 
エネルギーコストの軽減、窓口機能のＩＴ※31 化等、市民の利便性の向上

を図りつつ、あわせて維持管理経費の縮減を図ります。 

計画策定後

の取組み 
マイナンバー制度※32 の運用状況(平成２８年１月利用開始)を踏まえ、計

画期間後期に個別実施計画を策定します。 

 

⑶ 支所、駅前市役所、出張所、サービスセンター 

改築・更新

の考え方 
マイナンバー制度の運用後の利用状況等を踏まえ再配置を検討します。検

討の結果、施設を存続させる場合には、長寿命化を実施することとします。

管理運営の

考え方 
エネルギーコストの軽減、窓口機能のＩＴ化等、市民の利便性の向上を図

りつつ、あわせて維持管理経費の縮減を図ります。 

計画策定後

の取組み 
マイナンバー制度の運用後の利用状況等を踏まえ、計画期間後期に個別実

施計画を策定します。 

 

⑷ その他施設 

改築・更新

の考え方 
施設の役割と機能を検証し、更新・改修時に存廃を検討することとします。

管理運営の

考え方 
エネルギーコストの軽減、窓口機能のＩＴ化等、市民の利便性の向上を図

りつつ、あわせて維持管理経費の縮減を図ります。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 
※31 

（Information Technology の略）情報を取得、加工、保存、伝送するための科学技術 
※32

すべての国民に１２桁の個人番号（マイナンバー）を割り振り、社会保障関係の資格給付情報や所得などの税情報を個人番号
と紐付けて確認できるようにすることにより、行政の効率性を高め、国民にとって利便性の高い公平・公正な社会を実現するた
めの社会基盤として導入される国の制度  
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7-17 消防・防災施設 
 

１ 施設の現状 

⑴ 施設種別及び設置目的 

施設種別（施設数） 設 置 目 的 

防災センター、消防署等（20） 
災害発生時に消防力を維持し、迅速な現場活動や情報

収集・伝達活動ができるよう災害時の緊急対応力を確保

するため、消防防災拠点として設置 

消防団車庫、防災倉庫、水防倉庫 
（105） 

消防団活動の拠点施設、備蓄物資(非常食、毛布等)の

集中管理、水資源(飲料水)を確保するための施設 

 

⑵ 施設の老朽度 

① 防災センター・消防署等 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

姫路市防災センター、日光寺無線基地局、増位(出)、豊富(出)、林田(出)、 

香寺(出)、坊勢(出)、白浜分署、大的(出)、家島(出) 

中期 
(11 年～20年) 

― 

長期 
(21 年以上) 

御国野(出)、飾東(出)、姫路東(消)、飾西(出)、姫路西(消)、夢前(出)、広畑分署、

飾磨(消)、勝原(出)、網干(消) 

(消) ＝「消防署」、(出) ＝「出張所」の略 
 

② 消防団車庫、防災倉庫、水防倉庫 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

莇野分団(車)、前之庄分団(車)、山之内分団(車)、置塩分団(車)、上菅分団(車)、

古知分団(車)、菅生分団(車)、安富北分団(車)、安富南分団(車)、中寺分団(車)、

坊勢分団カズラ(車)、香呂南(分)、勝原(分)、糸引(分)、夢前出張所水防(倉)、 

四郷分団第８班(ポ)、白鳥(詰)、網手備蓄(倉) 

中期 
(11 年～20年) 

橋東分団(車)、網干分団(車)、橋西分団(車)、船場分団(車)、砥堀(分)、高岡西(分)、

花田(分)、城西(分)、峰相(分)、青山(分)、妻鹿(分)、荒川(分)、広畑(分)、 

英賀保(分)、余部(分)、増位(分)、津田(分)、手柄(分)、曽左(分)、城乾(分)、 

男鹿消防自動車(倉)、安富町防災備蓄(倉)、右ノ浦消防(倉)、 

安富町コミュニティ防災公園(倉)、宮置防災(倉)、豊富分団津熊班(ポ)、 

船津分団瑞岡班(ポ)、真浦(詰)、中央南部(災)、西部(災)、東部(災)、中央北部(災)

長期 
(21 年以上) 

御国野分団西御着班(車)、広瀬(車)、林田西分団(車)、太市分団(車)、的形分団(車)、

谷外分団(車)、旭陽分団(車)、大塩分団(車)、城東分団(車)、林田東分団(車)、 

城北分団(車)、真浦分団(車)、香呂分団(車)、八幡(分)、城陽(分)、広畑西(分)、

船津(分)、山田(分)、四郷(分)、野里(分)、別所(分)、白浜(分)、水上(分)、 

御国野(分)、大津(分)、高浜(分)、城巽(分)、高岡(分)、大津茂(分)、安室(分)、 

真浦分団消防(倉)、高浜分団袋尻班(ポ)、四郷分団中鈴班(ポ)、 

四郷分団第１班(ポ)、白鳥分団実南班(ポ)、東分団丸尾町班(ポ)、 

太市分団向山班(ポ)、城東分団城東町班(ポ)、高岡分団上手野班(ポ)、 
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長期 
(21 年以上) 

英賀保分団宮西班(ポ)、砥堀分団第四班(ポ)、谷外分団豊国西班(ポ)、 

旭陽分団福井班(ポ)、八木分団(ポ)、広峰分団(ポ)、安室東分団(ポ)、谷内分団(ポ)、

城南分団(ポ)、三坂班(ポ)、男鹿(詰)、坊勢(詰)、宮(詰)、東(詰)、 

宮分団本部詰所、坊勢分団本部詰所 

(車) ＝「消防車庫」、(分) ＝「分団車庫」、(倉) ＝「倉庫」、(ポ) ＝「消防ポンプ庫」、(詰) ＝「分団詰所」、 

(災) ＝「災害対策用備蓄倉庫」の略 

 

２ 今後の方向性 

防災センター、消防署等 

災害発生時に消防力を維持し、迅速な現場活動や情報収集・伝達活動ができるよう、災

害時の緊急対応力を確保するための消防防災拠点として必要であることから、現状を維持

するとともに、地域の実情に即した適切な消防施設の機能の充実強化を図ります。 
 

消防団車庫、防災倉庫、水防倉庫 

災害時に必要な備蓄物資の集中管理と計画的な配給を行うための備蓄拠点として、今後

も適切な保有量と配置に努めます。 

 

３ 計画期間の取組み等 

⑴ 防災センター、消防署等 

改築・更新

の考え方 

施設機能の充実、長寿命化対策を図り、施設の維持に努めたうえで、必要

な改修を実施することとします。 

施設の保有量は現状の水準を維持することとしますが、救急業務と資機材

の増加、消防車両の大型化によりスペースの確保が困難な状況になることも

予測されることから、改修時にあわせて対応策の検討を行います。 

管理運営の

考え方 
ＬＥＤ化等省エネ設備への改修により、電気使用料及びメンテナンス費用

等の節減を図るとともに、電力入札の導入を検討します。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 

 

⑵ 消防団車庫、防災倉庫、水防倉庫 

改築・更新

の考え方 

施設機能の充実、長寿命化対策を図り、施設の維持に努めたうえで、必要

な改修を実施することとします。 

消防団車庫については、車庫スペースや大規模災害用資機材の収納スペー

スの確保のほか、待機所やトイレ等の整備を行います。 

管理運営の

考え方 
照明の球替えの際にＬＥＤ化を進め、電気使用料及びメンテナンス費用等

の節減を図ります。 

計画策定後

の取組み 
自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 
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7-18 斎場・霊苑施設 
 

１ 施設の現状 

⑴ 施設種別及び設置目的 

施設種別（施設数） 設 置 目 的 

名古山霊苑等（7） 
戦後急激に増加した新規墓地の需要に応えるため、市

民の憩いの場を含めた近代的墓地公園として設置 

 

⑵ 施設の老朽度、利用度 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間

短期 
(10年以下) 

― 

中期 
(11 年～20年) 

名古山霊苑、姫路西霊苑、家島小動物火葬場 

長期 
(21 年以上) 

名古山斎場、名古山霊苑納骨堂、名古山霊苑仏舎利塔、清水谷斎場 

 

２ 今後の方向性 

名古山斎場は耐用年数を経過しており、大規模改修による長寿命化を実施するとともに

管理運営について、指定管理者制度を含めたＰＰＰ手法の導入を検討します。 
納骨堂、仏舎利塔は、劣化・耐震調査の結果に基づき、安全確保、長寿命化に取り組み

ます。 
その他の施設は利用状況を踏まえ、更新時期までに統廃合を含めたあり方を検討します。

 

３ 計画期間の取組み等 

改築・更新

の考え方 

名古山斎場については、大規模改修を平成２８年度から平成３０年度まで

の３年間で実施します。 

納骨堂、仏舎利塔については、劣化・耐震調査の結果に基づき、安全確保、

長寿命化に取り組むこととします。 

その他の施設については、利用状況を踏まえ、統廃合を含めた検討を行い

ます。 

管理運営の

考え方 

市民サービスの向上と経費削減を図るため、民間活力の導入を検討しま

す。また、仏舎利塔などの霊苑施設については、観光振興の視点からの機能

充実を図り、利用向上に努めます。 

計画策定後

の取組み 
名古山斎場の大規模改修(H28～H30)にあわせて、計画期間前期に他の斎場

等も含めた個別実施計画を策定します。 
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7-19 環境系施設 
 

１ 施設の現状 

⑴ 施設種別及び設置目的 

施設種別（施設数） 設 置 目 的 

ごみ処理施設（8） 

姫路市の一般家庭や事業者から排出される一般廃棄

物を安定・安全・継続的に処理できるように設置 

し尿処理施設（2） 
市内で発生するし尿及び浄化槽汚泥を処理するために

設置 

 

⑵ 施設の老朽度 

設
置
・
改
修
か
ら
の
期
間 

短期 
(10 年以下) 

市川美化センター、エコパークあぼし、石倉最終処分場 

中期 
(11 年～20年)

西部管理センター、家島リサイクルセンター、家島ストックヤード、 
市川衛生センター 

長期 
(21 年以上) 

南部管理センター、家島美化センター、家島衛生センター 

 

２ 今後の方向性 

ごみ処理施設 

姫路市域では２箇所の配置が必要であり、一部事務組合や周辺市町の動向を見定めつつ、

ごみ処理の最適化を図ります。また、最終処分場については適正管理を継続します。 
 

し尿処理施設 

公共下水道及び集落排水の普及に伴い、全市域で対象世帯、処理量ともに減少していま

すが、処理対象がゼロとなることはないため施設は維持します。 

 

３ 計画期間の取組み等 

⑴ ごみ処理施設 

改築・更新

の考え方 

市川美化センターは、平成２０年度から平成２２年度にかけて大規模改修

を実施し、平成３２年度までの延命を図っています。施設の更新時期が近づ

いていますが、再度の改修により、概ね１０年を目途とした現施設の延命を

検討します。また、既に運転を終了している施設については、本市のごみ処

理施設全体の整備方針を検討する中で、撤去又は転用など施設のあり方を検

討します。 

市川衛生センター、 
家島衛生センター 

市川美化センター、 
エコパークあぼし、 
西部管理センター、 
南部管理センター、 
家島美化センター、 
家島リサイクルセンター、 
家島ストックヤード、 
石倉最終処分場 
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管理運営の

考え方 

市川美化センターは当分の間は市直営で運営し、エコパークあぼしの焼却

施設についてはＤＢＯ方式による運営、再資源化施設については市直営によ

る運営を継続します。 
石倉最終処分場については施設管理を市直営で行うことによって地域住

民の信頼を得ていることから、今後も同様の施設管理を行います。 

計画策定後

の取組み 

市川美化センター・南部管理センター・西部管理センター 

計画期間後期に一体的に個別実施計画を策定します。 
 

その他の施設 

自主管理計画を策定し、予防保全や長寿命化等に取り組みます。 

 

⑵ し尿処理施設 

改築・更新

の考え方 

市川衛生センターは、現在整備している中部衛生センターの稼働後に廃止

し、設備を解体撤去します。 

家島衛生センターについては竣工から２５年が経過していますが、処理量

は僅かであり、また、同位置での処理施設の更新や改修は困難であるため、

隣接する下水道施設への投入や現行施設を貯留槽として利用し、定期的に中

部衛生センターが回収するなどの代替措置を検討します。 

管理運営の

考え方 

市川衛生センターの後継施設である中部衛生センターについては、当面は

プラントメーカーによる運転管理を行うこととし、家島衛生センターについ

ては、市直営による運転管理を行うこととします。 

計画策定後

の取組み 
家島衛生センターについては、計画期間後期に個別実施計画を策定しま

す。 
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第 8 節   社会基盤施設
 

8-01 道路・橋りょう 
 

１ 施設種別及び施設数 

施設種別 施 設 数 施設規模 

道路・橋りょう 

市道 9,991 路線 2,498km 

１級(幹線)市道※33 104 路線 182km 

２級(幹線)市道※34 163 路線 201km 

その他市道 9,477 路線 2,072km 

自転車歩行者道路 247 路線 43km 

林道 94 路線 96km 

橋りょう 2,653 橋 21km 

 

２ 今後の方向性 

道路・橋りょう 

人口減少社会の到来等の社会経済情勢の変化を踏まえると、「都市計画マスタープラン」

で位置付けた幹線道路には、その必要性に変化が生じているものも存在すると考えられる

ため、都市計画決定されてから長期未整備の幹線道路については、その必要性や実現性を

詳細に検証し、整備計画の廃止を含めた適切な見直しを図ります。 
また、限られた財源の中で選択と集中による効率的、効果的な都市施設の整備を進める

ため、引き続き整備すべき重要度の高い都市計画道路については、整備時期を明らかにし

た整備プログラムに基づき計画的、重点的な整備を図るとともに、既存の道路については、

その有効活用に向けた戦略的な維持管理・更新を図ります。 

橋りょうについては、姫路市が管理する橋長１５ｍ以上の主要な道路橋３１３橋を対象

に平成２５年に策定した「姫路市道路橋長寿命化修繕計画」に基づき、道路橋の計画的な

維持管理を図り、安全で安心して利用できる道路橋の実現を進めていきます。また、計画

対象外のその他の道路橋についても、点検や補修対策を適切に実施することで橋りょうの

安全性を確保するとともに、維持管理の効率化を図り、ライフサイクルコストを抑制して

いきます。 
 

林道 

保有量としては現状維持しつつ、地域住民の利用状況を踏まえながら、林道の本来の目

的である森林の整備や保全に活用します。 

 

３ 計画期間の取組み等 

⑴ 道路・橋りょう 

改築・更新

の考え方 

重要橋りょうについては平成２６年度から補修工事に着手し、平成３０年

度までに３７橋の補修工事を行う予定としています。平成３１年度以降につ

いても、計画的に補修工事を行うこととします。 

 
 
※33

自治体道路網の幹線となるもので、生活圏道路として国土交通省に指定された路線
 

※34
幹線道路を接続し、道路網の効力を充分に発揮させるための重要な路線  
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管理運営の

考え方 
道路・橋りょうの重要度・交通量等に応じて適切な維持管理水準を設け、

効率的な維持管理を図ります。 

予防保全の

考え方 

「姫路市道路橋長寿命化修繕計画」に基づき計画的に修繕工事を実施し、

大規模改修が必要となる前に橋りょうの長寿命化を図ります。また、５年ご

とに修繕計画の見直し作業を行い、適切な予防保全を進めます。 

 

⑵ 林道 

改築・更新

の考え方 
林道利用者が安全で安心して通行できるよう、老朽箇所や未整備箇所の整

備を実施します。 

管理運営の

考え方 
生活道路となっている林道については、市道への格上げを検討します。 

予防保全の

考え方 
定期的な巡視を継続します。 
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8-02 河川 
 

１ 施設種別及び施設数 

施設種別 施 設 数 施設規模 

河川 

準用河川※35 24 本 34km 

普通河川※36 572 本 513km 

ポンプ場・雨水貯留施設 45 施設 ポンプ 82 基 

工作物(樋門) 16 箇所 － 

 

２ 今後の方向性 

浸水対策 

公共下水道と連携し、雨水排水計画の見直しや浸水課題地区の調査を行い、課題のある

地域から計画的に対策を実施します。また、河川への負荷と事業費の低減を図る観点から、

総合的な治水対策※37に取り組みます。 
 

河川整備 

１、２級河川や港湾を管理している国、県とも連携し、事業の平準化を図りながら整備

を継続します。 
 

ポンプ等施設整備 

排水ポンプ等の施設整備計画に基づき、近年の降雨量の増大及び遊水機能の低下、河川

整備の降雨強度の引上げ※38に対応し、効率的かつ計画的に改修、更新を実施します。 

 

３ 計画期間の取組み等 

改築・更新

の考え方 

雨水排水計画に基づき治水上の課題がある地域から改修を実施します。 

ポンプ場等については機能向上を検討の上、計画的にポンプ設備のオーバ

ーホール※39や更新を実施します。 

管理運営の

考え方 

適正かつ効率的な管理運営として、施設の自動運転化や遠隔操作システム

の導入の可能性を検討します。また、財源の確保に向け、国県補助の採択に

向けた取組みの強化を実施します。 

予防保全の

考え方 
定期的に施設の点検、診断を行い、適時適正な修繕や改修等を実施します。

 

※35 
河川法の規定を準用して姫路市長が指定し管理する河川 

※36
法定河川(河川法に基づき国土交通大臣が指定する一級河川と兵庫県知事が指定する二級河川)・準用河川以外で、治水上、
特に重要で姫路市長が指定し管理する河川 

※37 
これまでの河川・下水道の整備などの「ながす」対策に加えて、雨水を一時的に貯留・地下に浸透させる「ためる」と浸水した
場合の被害を軽減する「そなえる」を加えた治水対策 

※38
平成２５年度に河川等を整備する際に基準とする雨量を５年に一度の降雨強度４２．８mm／時間から１０年に一度の降雨強度
４９．５mm／時間に引き上げている 

※39 
機械などを分解して点検や修理を行うこと  
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8-03 漁港 
 

１ 施設種別及び施設数 

施設種別 施 設 数 施設規模 

漁港 

外郭施設（防波堤・護岸など）※40 33 施設 3,368ｍ 

係留施設（岸壁・物揚場など）※41 54 施設 3,690ｍ 

輸送施設（臨港道路）※42 16 施設 1,643ｍ 

 

２ 今後の方向性 

市営坊勢漁港にあっては「機能保全計画」(H25～H74)に基づき、既存の漁港施設の長寿

命化や更新経費の縮減を図るとともに、防波堤・護岸等の機能強化計画を策定し、地震・

津波に対する防災力の向上に努めます。 
なお、新規整備については、漁船数の推移や利用状況を勘案し検討します。 

 

３ 計画期間の取組み等 

改築・更新

の考え方 

現有施設を対象に長寿命化を実施します。 

重要な施設については、地震、津波に対応するため機能強化対策を実施し

ます。 

管理運営の

考え方 
計画的な機能保全工事を実施します。また、遠隔地管理システムの導入(監

視カメラ、潮位計)を検討します。 

予防保全の

考え方 
施設ごとに定めた機能保全計画に基づき長寿命化対策を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※40 

係留施設、水域施設、機能施設等を波、漂砂、潮汐、河川流、風等から防護するための施設
 

※41
船を横・縦付けして、漁獲物の陸揚げ、漁業生産用資材の積み卸し等の作業、漁船員の乗降等を行うために水際に築造する
施設

 

※42 
漁獲物、漁業用資材等の搬入、搬出、港内での移動のための施設  



 

 

第２章 各 論 

81 

8-04 公園 
 

１ 施設種別及び施設数 

施設種別 施 設 数 施設規模 

公園 

都市公園※43等 907 箇所 548.79ha 

類似施設 

18 箇所 24.01ha 

 

２ 今後の方向性 

都市公園等 

人口減少社会の到来等の社会経済情勢の変化を踏まえ、都市計画決定されてから長期未

整備の公園・緑地については、その必要性や実現性を検証し、整備計画の廃止を含めた適

切な見直しを図ります。 
また、限られた財源の中で選択と集中による効率的、効果的な整備を進めるため、引き

続き整備すべき重要度の高い都市計画公園・緑地については、整備プログラムに基づき計

画的、重点的な整備を図るとともに、既存の施設については、その有効活用に向けた戦略

的な維持管理・更新を図ります。 
 
その他の類似施設 

近距離に設置されている農村公園は、統合を検討するとともに借地解消に取り組みます。

 

３ 計画期間の取組み等 

⑴ 都市公園等 

改築・更新

の考え方 

「姫路市立公園条例」に掲げる都市計画区域内住民１人当たりの敷地面積

の標準(１人当たり１０㎡)の達成に向けて、「姫路市都市公園整備プログラ

ム」(H26～H45)に基づき、地域の実情に応じて都市公園を整備します。 

管理運営の

考え方 

動力草刈機購入への補助、刈払機燃料代の助成など、公園愛護会活動への

支援を継続します。また、樹木の剪定伐採については高木を中心に外部発注

化を進めることにより、管理運営の効率化を図ります。 

予防保全の

考え方 

遊戯施設について、安全性の確保及びライフサイクルコスト縮減の観点か

ら長寿命化計画を策定し、適切な施設点検や維持補修等の予防的管理を実施

します。 
 
⑵ 類似施設 

改築・更新

の考え方 
近距離に設置されている荒木の郷と竹取の郷は、統合を検討します。 

その他の公園については、転用・廃止を含めあり方を検討します。 

管理運営の

考え方 
今後も、指定管理者制度による地元管理組合の運営を継続します。 

竹取の郷については、借地の解消に取り組みます。 

予防保全の

考え方 

指定管理者と連携し、定期的な点検業務を実施します。 
既存遊具については、利用者のアンケート等を参考に存続・廃止を検討し

ます。 
 
※43

地方自治体が都市計画区域内に設置し、都市公園法に定められる公園または緑地  

運動広場(8) 古知、前之庄、山之内、寺、すがの、上菅、莇野、
置塩 

農村公園(2) 荒木の郷、竹取の郷 
その他(8) 中仁野公園、長野児童遊園地、町民グランド公園、

あじさい公園及びあじさいの里、男鹿しか公園、 
新井地区緑化公園、横山地区公園、北駅前広場 
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8-05 駐車場・駐輪場 
 

１ 施設種別及び施設数 

施設種別 施 設 数 施設規模 

駐車場（地下駐車場等） 5 施設 43,420 ㎡ 

駐輪場 31 施設 16,201 ㎡ 

 

２ 今後の方向性 

生涯学習大学校駐車場 

敷地面積及び立体駐車場の拡張は困難なため、利用の時間区分と金額の見直しによる効

率的な管理を実施していきます。 
 
キャスパ地下駐車場、大手前公園地下駐車場、大手前地下駐車場 

今後も安定的な利用及び収入が見込めるため継続保有としますが、周辺の同種施設の大

半が民間経営であることから、市が継続して経営していくべきか、将来の車需要の変化も

見据え検討します。 
 
手柄山第一立体駐車場 

「手柄山中央公園整備方針」の検討にあわせ、適正配置となるよう検討します。 
 
自転車駐輪場 

市営駐輪場は、駅周辺の放置自転車対策の一環として、現状の設置数を維持するととも

に、今後の駅利用者の増減や民間駐輪場の動向に注視しながら、適正配置となるよう検討

します。 

 

３ 計画期間の取組み等 

⑴ 生涯学習大学校駐車場 

改築・更新

の考え方 
現状維持を基本とし、周辺施設に再配置が生じた際には、利用について一

体的に検討することとします。 

管理運営の

考え方 
平成２７年度末で長寿命化の取組みが一旦完了することから、今後は管理

運営費の削減に努めます。 

予防保全の

考え方 
定期的な点検を行い、施設の性能低下や故障停止などの劣化による損失の

軽減を図ります。 

 

⑵ キャスパ地下駐車場、大手前公園地下駐車場 

改築・更新

の考え方 
キャスパ地下駐車場については、平成２６年度に改修工事を行っており、

当面は現状の機能維持に努めます。 

管理運営の

考え方 

キャスパ地下駐車場は、現在、指定管理者制度を導入(～H29.3.31)してい

ますが、更なるサービス向上を実現するため、原則、同制度による管理運営

を継続し、より効率的かつ効果的な管理運営に努めます。利用料金ついては、

近隣の民営駐車場の状況や社会情勢を踏まえ、適宜、見直しを検討します。

予防保全の

考え方 

地下駐車場であることから空調設備(給気・排気)等を保有しており、設備

の性能低下や故障停止などの劣化による損失の軽減を図るため、適切な設備

点検や維持補修等の予防的管理を実施します。 
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⑶ 大手前地下駐車場 

改築・更新

の考え方 
平成２８年度中の完了を目途に大規模改修を実施します。あわせて、収容

台数の見直しを行います。 

管理運営の

考え方 

管理経費の縮減と利用者サービスの維持のため、指定管理者制度(利用料

金制)の導入を検討するとともに、周辺の民間施設の状況に応じバランサー

としての役割も果たしていきます。 

予防保全の

考え方 

地下駐車場であることから空調設備(給気・排気)等を保有しており、設備

の性能低下や故障停止などの劣化による損失の軽減を図るため、設備点検や

維持補修等の予防的管理を実施します。 

 

⑷ 手柄山第一立体駐車場 

改築・更新

の考え方 
「手柄山中央公園整備方針」の検討にあわせ、公園全体の集客や利用見込

み、周辺の交通状況を考慮し、最適配置を検討します。 

管理運営の

考え方 
現在検討中の手柄山中央公園の整備方針に対応した、維持管理経費の軽減

策・老朽化への対応策を検討します。 

予防保全の

考え方 
今後の手柄山中央公園の動向に対応した維持管理経費の軽減・老朽化への

対応策を検討します。 

 

⑸ 自転車駐輪場 

改築・更新

の考え方 
現状の規模数を維持します。 

管理運営の

考え方 
管理経費の縮減と利用者サービスの維持のため、指定管理者制度(利用料

金制)の導入を検討します。 

予防保全の

考え方 
駐輪場施設の安全性と利便性を維持することとあわせて長寿命化を図れ

るよう、定期的な点検と必要なメンテナンスを行います。 
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8-06 水道施設 
 

１ 施設種別及び施設数 

施設種別 施 設 数 施設規模 

水道施設 

浄水場※44 23 施設 
浄水能力 164,154 ㎥/日 

配水池※45 71 箇所 

管路延長 2,920km － 

 

２ 今後の方向性 

経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を図るため、「姫路市水道事業経営戦略」(H28

～H37)に基づき計画的な更新(耐震化)を実施するとともに、施設の統廃合と長寿命化を進

めます。 

 

３ 計画期間の取組み等 

改築・更新

の考え方 

将来の長期的な水需要の予測等にあわせ施設の統廃合を検討するなど施

設規模の最適化を図ります。また、水道施設の内、基幹施設※46 については

耐震結果を踏まえ、施設の影響の大きさなどを基に優先度を決定し、それ以

外の施設については法定耐用年数の概ね１．５倍の長寿命化を図りつつ計画

的な更新に取り組みます。 

管路についても、将来の長期的な水需要の予測等に応じた管路の更新及び

口径の縮小によるダウンサイジングに取り組みます。 

管理運営の

考え方 

有人施設のうち基幹施設や配水コントロール※47 は引き続き市直営とし、

その他の施設については委託導入を検討します。 
電力入札の導入拡大による電気料金の削減に取り組むほか、ＰＦＩ事業導

入や近隣市町との施設の共同利用化に向けた調査・研究などを進め、浄水施

設の再構築を検討します。 
加えて、人口減少社会に対応した水道料金体系への転換を図りつつ、水道

料金の定期的な見直しに取り組みます。 

予防保全の

考え方 

定期的な保守点検を行い、長寿命化を推進するとともに老朽化した施設に

ついては、計画的に更新し、投資コストの低減を図ります。 

口径１００mm 以上の管路については、耐震性・耐久性の高い管路に更新し、

配水支管の一部では配水用ポリエチレン管※48 を採用するなど、管路の耐震

化・長寿命化を推進することで投資コストの低減を図ります。 

 

 

 

 
※44

浄水処理に必要な設備がある施設
 

※45
浄水処理された水道水を貯留し、管路網を通して給配水する施設

 

※46
地震などの災害において、施設が破損すると市民生活に重大な影響をもたらす可能性がある浄水場や配水池のこと

 

※47
水資源を有効利用するために、上水道の配水量や水圧をコントロールすること、またはその技術

 

※48
プラスチック管の一種で、軽量で耐寒性、耐衝撃性、施工性に優れている  
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8-07 下水道施設 
 

１ 施設種別及び施設数 

施設種別 施 設 数 施設規模 

下水道施設 

処理場 44 施設 処理能力 363,237 ㎥/日 

ポンプ場 31 施設 － 

管渠延長 3,089km － 

 

２ 今後の方向性 

経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を図るため、「姫路市下水道事業経営戦略」

(H28～H37)に基づき、計画的な更新(耐震化)を実施します。 

施設配置については、処理施設の数が多く、維持管理や老朽化に伴う改修などの財政的

負担が増えることから、今後、持続可能な汚水処理事業を目指した施設の統廃合を実施し

ます。 

また、更新等については、今後必要となる処理能力を的確に見込み、これを基に算定や

優先順位をつけて実施します。 

加えて、汚水処理の受益者負担の観点から料金改定を検討し、収支の均衡を目指します。

 

３ 計画期間の取組み等 

改築・更新

の考え方 

管渠・施設等については、法定耐用年数の概ね１．５倍以上の長寿命化に

取り組むとともに、費用対効果を踏まえた、整備、改築更新を実施します。

また、農業集落排水処理施設※49、コミュニティ・プラント※50 等３２施設

を公共下水道に順次接続・統合し、これらの施設の廃止・転用を行います。

管理運営の

考え方 

新技術による下水道資源の利用可能性の研究など、新たな収入源を検討す

るとともに、経費の縮減のための調査・検討を実施します。また、施設等の

民間委託の拡大や、電力の安定供給を前提にした電力入札の試行とともに、

ＰＦＩ等の導入や省エネ機器への更新を検討します。 
加えて、汚水処理の受益者負担の適正化を検討し、収支の均衡を図るほか、

未利用地等の資産の有効活用に努めます。 

予防保全の

考え方 

管渠・施設については、老朽化の度合い、管内部の調査結果、事故が発生

した場合の影響度、ライフサイクルコストの比較検討等に基づき、長寿命化

計画を策定し、計画的な管理を実施します。 
機器等については、日常点検、耐用年数を基にライフサイクルコストを比

較し、計画的な整備、改築更新を実施します。 

 

 
 
※49

農業集落におけるし尿、生活雑排水などの汚水等を処理する施設
 

※50
し尿及び生活雑排水を併せて処理する施設  
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